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Ⅰ 調査概要 
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１．調査目的 
人口減少・少子高齢化が進む中、富山県の活力維持とさらなる発展を目指し、民間企業における女性活躍

を推進する戦略策定のため、県内企業における女性の活躍推進の状況を調査するもの。 
 

 

２．調査方法 
 

■企業調査 

   県内企業から従業員規模別に抽出した1,000社に対する郵送調査 

 

 

■従業員調査 

抽出した企業の従業員3,000人（従業員数に応じて1企業あたり2～8名）に対する 

郵送およびWEB回答調査 

 

 

３．調査期間 
■企業調査、従業員調査 

   2021年7月30日（金）～9月3日（金） 

 

 

４．回答結果 
■企業調査 

 

調査対象者数 有効回答数 有効回答率 

1,000社 551社 55.1％ 

 

■従業員調査 
 

調査対象者数 有効回答数 

（うちWEB回答） 

有効回答率 

3,000人 1,515人（358人） 50.5％ 

 

 

５．調査実施機関 
  株式会社東京商工リサーチ 富山支店 

 

 

６．注意事項 
○報告書本文中の比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第2位以下を四捨五入している。そのため単一

回答であっても構成比の合計が100％にならない場合がある。 

○複数回答の設問は、回答が2つ以上あり得るため、構成比の合計が100％を上回る場合がある。 

○図表中の「N」（Number of casesの略）とは設問に対する回答件数の総数を示しており、回答者の構成

比（％）を算出するための基数である。 
 

 

  



- 3 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 調査結果の要約 
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【企業調査】 

 
【女性活躍推進への意識】 

各企業における現在の女性活躍の状況は、10点満点中「5点」とする企業が最も多く、この傾向は従業

員調査結果とも共通している。また、3段階評価で業種別にみると医療・福祉の「高評価」が突出して高い

一方、情報通信業、運輸業、金融・保険業では「高評価」の回答がなく、なかでもサンプル数が少ないこと

を加味しても、女性従業員が比較的多い金融・保険業において「高評価」としている企業がみられなかった

のは、医療・福祉と比較して管理職へのキャリアステップが十分に整備されてないことも要因の一つと考え

られる。 

 

また、女性活躍への取り組み状況については平成29年度調査と比較してやや改善しており、県内企業全

体として女性の活躍が企業にとって欠かせないとの認識が高まっていることがうかがわれる。 

女性活躍に取り組む理由は「優秀な人材の確保・定着」が最も多いが、「取り組んでいない」とした企業

では、「女性従業員が少数である」や「既に女性は十分に活躍しており、現状で問題ない」などを挙げてお

り、女性活躍推進に対して消極的な理由を挙げていることがわかる。 

 

 

【女性活躍の推進状況】 

採用者に占める女性の割合では「女性はいない」が11.1％なのに対し、役員に占める女性の割合では

「女性はいない」が29.6％、管理職に占める女性の割合では「女性はいない」が28.5％と高く、特に

「金融・保険業」、「情報通信業」でそのギャップは大きい。 

一方、最も女性従業員が多い「医療・福祉」では女性管理職比率も高く、女性のキャリアステップが仕組

みとしてある企業が多いことがうかがえる。 

 

育児休業の取得期間については、男性では「取得者なし」が過半数を占めたのに対し、女性では「1年以

上2年未満」と「6か月以上1年未満」を合わせた『半年以上の育児休業』が過半数を占めており、男性

の育児休業取得が進んでいないことがうかがえる。 

 

また、管理職登用の障害においても「家庭との両立が難しそうだと思う女性が多い」や「本人の昇進意欲

がない（少ない）」と女性側に課題があると認識している企業は多いが、従業員調査の回答をみるに女性が

管理職に就くうえでの支援や制度が不十分であることが読み取れる。 

 

 

【女性活躍の取組み】 

女性活躍を推進するための取組みとして、「職場風土の改善」、「育児との両立支援」、「採用」に関する取

組みなど、女性が働きやすい環境の整備や、仕事と育児等との両立などを支援することが進められている。 

各項目の個別の取組みとしては、「マタハラ・セクハラ防止のための取組み」、「産前・産後休業や育児休

業中の情報提供、相談窓口の設置」、「求職者に対する積極的な広報」などが多く取り組まれている。 

一方で、「評価・登用」に関する取組みは、総じてあまりポイントが高くなく、全体として、女性が働き

続けるための取組みは進んでいるが、そこからさらに一歩進めて「活躍」に至るための取組みは遅れ気味で

ある。 
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男性の育児休業取得の課題として、「代替要員の確保が困難」「男性自身に育児休業を取る意識がない」

「前例がいない（モデルが少ない）」などが上位に挙げられ、従業員調査でも同様の傾向であることから、

そもそも男性の育児休業に関する社内制度の整備・周知の必要性がうかがえる。 

また、従業員調査と乖離があった「『育児は女性がやるもの』などの固定的な意識」「上司・同僚等の理解

が不十分」など、従業員からみると意識や職場の風土に課題を感じるケースも多く、職場が一丸となって意

識改革を進めていくといった雰囲気づくりも並行して行っていくことも重要だろう。 

 

 

【女性活躍を推進するうえでの課題】 

企業から見た課題としては、「男性と比べ、女性は家庭の負担が重い」「育児休業や短時間勤務制度を取得

する従業員をカバーする人的余裕がない」が上位に挙げられ、これらは女性従業員からも上位に挙げられて

いる。 

一方で、「生理や更年期障害など女性特有の健康課題がある」や「時間外労働が多い」は企業と女性従業

員とで意識の違いが見受けられる。 
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【従業員調査】 

 
【女性活躍推進への意識】 

自社の女性活躍の状況は、3段階評価で業種別にみるとは医療・福祉の「高評価」が３割超と突出して高

い一方、運輸業では「高評価」の回答がなかった。また、職場における女性の活躍についても「積極的に推

進するべきだ」の割合は業種別で同様の状況にあり、活躍の状況と推進意向の関係性がみられた。 

今の会社で「働き続けたい」と「給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい」を合

わせた割合は、男女とも約９割であるが、その理由を聞くと、男女にやや違いがみられる。男女ともに「収

入を得るため」が最も高く、次に高い項目が男性は、「やりがいのある仕事だから」であり、女性は「転職

するのが不安だから」である。 

 

管理職志向も「なりたい（又はすでに管理職である）」と「どちらかといえばなりたい」を合わせた割合

は男性が58.9％なのに対し、女性は「どちらかといえばなりたくない」と「なりたくない」を合わせた割

合が63.8％を占め、対照的である。 

 

また、管理職になりたくない理由として、性別でみると「仕事と家庭の両立が困難だから」で男女の差が

大きくなっており、そのように考える要因として家事等の家庭における負担が相対的に男性の方が少なく、

働くうえでの環境の違いが表れている。 

更に性年代別でみると「自分の能力に自信がないから」について、男性の40歳代以上からは女性の40

歳代以上と比較して低く、女性において管理職になるうえでのキャリアロードマップが整備されておらず、

管理職としての自信がもてるようなキャリア形成が不十分となってしまっている現状がうかがえる。 

なお、企業調査でも回答率が高かった「本人の昇進意欲」については、従業員調査では「女性自身が管理

職になることを希望しない」が男性において42.6％と高い一方、女性においては28.4％であり、女性と

企業や男性との認識には差異があることがわかる。 

 
 
【会社の状況】 

会社の女性活躍の状況であてはまるものについて、「そう思う」と回答された項目は、「長時間労働や長時

間残業の削減が進んでいる」、「女性の業務範囲が拡大している」、「女子トイレ・更衣室等、職場環境の改善

が進んでいる」が上位に挙げられている。 

「そう思う」と回答した者の割合を女性活躍の状況の評価別にみると、「女性の業務範囲が拡大してい

る」や「採用者に占める女性の割合が大きくなっている」、「性別に関わりなく能力を発揮できる環境が整っ

ている」、「女性の応募者が増えている」、「研修の充実等により、女性のキャリア形成が進んでいる」、「女性

の経営層・管理職が増えている」については、評価との強い相関関係が読み取れる。 

反面、「マタハラ・セクハラ対策が進んでいる」や「フレックスタイムやテレワーク等、柔軟な働き方が

できるようになっている」、「男性の育児休業や看護休暇等の取得が増えている」については、評価との相関

関係は読み取れない。 

これらのことから十分なキャリア形成等の「活躍」に至るための取組みの推進が女性活躍の状況を改善す

るうえで大きなウェイトがあることが読み取れる。 
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また、会社に進めてほしい取組みは、「育児・介護休業や育児短時間勤務制度の充実等、仕事と家庭を両

立しやすい環境の整備」、「フレックスタイムやテレワーク等、多様な働き方の推進」、「時間単位での有給休

暇の取得促進など休暇制度の柔軟な運用」など、『働きやすさ』のための取組みを要望する割合が高く、こ

れは特に女性の割合が高い。 

 

男性の育児休業取得の課題として、男性の認識では「休業中の育児休業給付金等の補償が不十分」など金

銭面での不安が女性の認識と比べて強く、まずは制度を整備し不安なく育児休業に入れるようにすることが

肝要といえる。 

対して、女性の認識では「上司・同僚等の理解が不十分」、「『育児は女性がやるもの』などの固定的な意

識」など意識面での課題が男性の認識と比べて強く、企業調査の要約でも既述したが、会社の文化として男

性の育児休業を取ることが当たり前となるように取組みを進めていくことが必要だろう。 

 

 

【女性活躍を推進するうえでの課題】 

課題の上位項目をみると、特に女性の意識として「男性と比べ、女性は家庭の負担が重い」「育児休業や

短時間勤務制度を取得する従業員をカバーする人的余裕がない」など、女性が家庭や育児と仕事との両立を

することの難しさ、職場での理解が進んでいないことなどが「活躍」の推進を遅らせる要因と考えられてい

る。 

一方で男性の意識としては、「時間外労働、深夜勤務をさせにくい」や「一般的に女性の就労意識が低

い」など、どちらかといえば女性自身の働き方や意識に課題があると考えていることがうかがえる。 
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Ⅲ 企業調査結果 
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Ⅲ-1 属性情報 

 

        【業種】                   【従業員規模】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性従業員割合】 

 

 

  

0～10％未満

6.4%

10～20％未満

22.0%

20～30％未満

18.7%

30～40％未満

9.1%40～50％未満

9.3%

50～60％未満

10.3%

60％以上

20.0%

無回答

4.4%

N=551

(社、％) 回答数
0～10％

未満

10～20％

未満

20～30％

未満

30～40％

未満

40～50％

未満

50～60％

未満
60％以上 無回答

全体 551       6.4           22.0         18.7         9.1           9.3           10.3         20.0         4.4           

建設業 96          19.8         54.2         15.6         1.0           3.1           -                -                6.3           

製造業 120       3.3           17.5         28.3         18.3         10.0         11.7         7.5           3.3           

情報通信業 11          -                -                27.3         18.2         27.3         27.3         -                -                

運輸業 23          34.8         52.2         4.3           4.3           -                -                4.3           -                

卸売・小売業 66          3.0           24.2         28.8         12.1         16.7         3.0           9.1           3.0           

金融・保険業 8            -                -                -                25.0         25.0         37.5         -                12.5         

医療・福祉 86          -                -                1.2           1.2           1.2           10.5         82.6         3.5           

サービス業 88          2.3           12.5         20.5         6.8           17.0         19.3         14.8         6.8           

その他 22          -                9.1           18.2         13.6         13.6         22.7         22.7         -                

建設業

17.4%

製造業

21.8%

情報通信業

2.0%

運輸業, 郵便業

4.2%
卸売業, 小売業

12.0%

金融業, 保険業

1.5%

医療, 福祉

15.6%

サービス業

16.0%

その他

4.0%

無回答

5.6%

N=551

1 ～9 人

4.2%

10～29人

26.7%

30～50人

23.4%

51～100 人

21.1%

101 ～300 人

15.2%

301 人以上

6.0%

無回答

3.4%

N=551N=5
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Ⅲ-2 女性活躍推進への意識について 

 
問2 貴社の女性活躍の状況はどの程度（０～１０点）だと考えますか。あてはまる位置に〇を付け

 てください。 

 

自社の女性活躍の状況については、10点満点中「5点」が21.6％で最も高く、次いで「7点」の

16.7％、「8点」の12.5％の順となっている。 

従業員調査と比較すると、「5点」が最も高く、平均では、企業が5.7点、従業員は5.5点となってい

る。 

なお、3段階評価でみると、業種別では医療・福祉の「高評価」が4割超と突出して高い一方、情報通

信業、運輸業、金融・保険業では「高評価」の回答がなかった。 

 

 
 

自社の女性活躍の状況 企業・従業員比較 

 
 

  

0.9 
2.5 

5.6 

10.5 

8.2 

21.6 

9.8 

16.7 

12.5 

4.9 
6.2 

0.5 

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 無回答

％

N=551

0.9 
2.5 

5.6 

10.5 
8.2 

21.6 

9.8 

16.7 

12.5 

4.9 
6.2 

0.5 
2.0 

2.8 

7.2 

13.6 

9.6 

15.5 

11.9 
12.8 13.0 

4.3 

6.7 

0.7 

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 無回答

企業 N=551

従業員 N=1515

%

回答

者数
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 無回答 平均点

551   0.9   2.5   5.6   10.5 8.2   21.6  9.8   16.7 12.5 4.9   6.2   0.5   5.7   

1515 2.0   2.8   7.2   13.6 9.6   15.5  11.9 12.8 13.0 4.3   6.7   0.7   5.5   

男性 479   0.6   2.5   5.8   13.8 10.0 13.2  11.5 14.8 15.4 5.2   6.5   0.6   5.7   

女性 1028 2.6   2.9   7.7   13.6 9.5   16.5  12.1 11.8 12.0 3.9   6.7   0.7   5.4   

（件、％）

従業員

性

別

企業
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自社の女性活躍の状況（三段階評価） 

 

※各評価については高評価（9～10点）、中立（7～8点）、低評価（0～6点）としている。 

 

 

 

問３ 職場で女性の活躍を推進することについて、どう思いますか。あてはまるもの1つに〇を付け

てください。 

 

職場における女性の活躍については、「どちらかというと推進するべきだ」が47.4％で最も高く、「積極

的に推進するべきだ」の45.2％と合わせ、92.6％の企業が女性活躍を推進するべきだと考えている。 

 

 

 

  

回答数 高評価 中立 低評価 無回答

551    11.1   29.2   59.2   0.5     

建設業 96      3.1     20.8   75.0   1.0     

製造業 120    3.3     24.2   72.5   -

情報通信業 11      - 63.6   36.4   -

運輸業 23      - 17.4   78.3   4.3     

卸売・小売業 66      3.0     21.2   75.8   -

金融・保険業 8        - 25.0   75.0   -

医療・福祉 86      43.0   45.3   11.6   -

サービス業 88      6.8     40.9   51.1   1.1     

その他 22      22.7   36.4   40.9   -

1～9人 23      17.4   30.4   52.2   -

10～29人 147    10.2   32.7   55.8   1.4     

30～50人 129    13.2   30.2   56.6   -

51～100人 116    13.8   26.7   58.6   0.9     

101～300人 84      10.7   25.0   64.3   -

301人以上 33      - 30.3   69.7   -

従

業

員

数

（社、％）

全体

業

種

積極的に推進する

べきだ

45.2 

どちらかというと推

進するべきだ

47.4 

どちらかというと推

進するべきではない

0.9 

推進するべきでは

ない

0.4 

わからない

5.3 
無回答

0.9 

N=551
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職場における「女性の活躍推進」について 企業・従業員比較 

 

 

職場における「女性の活躍推進」について 

 

  

45.2 

34.4 

42.6

30.5

47.4 

50.0 

44.3

52.6

1.0 

2.3 

2.1

2.3

0.3 

0.4

0.3

5.3 

11.7 

9.6

12.8

0.9 

1.3 

1.0

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業
N=551

従業員
N=1515

男性
N=479

女性
N=1028

積極的に推進するべきだ どちらかというと推進するべきだ

どちらかというと推進するべきではない 推進するべきではない

わからない 無回答

回

答

数

積

極

的

に

推

進

す

る

べ

き

だ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

推

進

す

る

べ

き

だ ど

ち

ら

か

と

い

う

と

推

進

す

る

べ

き

で

は

な

い

推

進

す

る

べ

き

で

は

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

551          45.2         47.4         0.9           0.4           5.3           0.9           

建設業 96            37.5         50.0         1.0           1.0           8.3           2.1           

製造業 120          37.5         56.7         - 0.8           5.0           -

情報通信業 11            63.6         27.3         - - 9.1           -

運輸業 23            39.1         43.5         4.3           - 4.3           8.7           

卸売・小売業 66            33.3         59.1         3.0           - 3.0           1.5           

金融・保険業 8              87.5         12.5         - - - -

医療・福祉 86            69.8         26.7         - - 3.5           -

サービス業 88            46.6         47.7         - - 5.7           -

その他 22            59.1         36.4         - - 4.5           -

1～9人 23            30.4         47.8         - - 21.7         -

10～29人 147          45.6         44.9         2.0           - 6.8           0.7           

30～50人 129          45.7         47.3         - 1.6           3.9           1.6           

51～100人 116          50.0         41.4         1.7           - 6.9           -

101～300人 84            38.1         60.7         - - 1.2           -

301人以上 33            54.5         39.4         - - - 6.1           

（社、％）

全体

業

種

従

業

員

数
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問4 貴社における女性活躍への取組みについて、あてはまるもの1つに〇を付けてください。 

 

 「取り組んでいる」と「今後取り組む予定がある」を合わせると、80.2％となっている。また、平成

29年度調査と比較すると1.7ポイント高くなっており、取組状況はやや改善している。 

 

 

 

女性活躍への取組み 

 
  

56.3

57.7 

22.2

22.5 

19.9

16.5 

1.6

3.3 

H29 N=508

R3 N=551

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいる 今後取り組む予定がある 取り組む予定はない 無回答

回

答

数

取

り

組

ん

で

い

る 今

後

取

り

組

む

予

定

が

あ

る

取

り

組

む

予

定

は

な

い

無

回

答

551          57.7         22.5         16.5         3.3           

建設業 96            56.3         24.0         16.7         3.1           

製造業 120          52.5         24.2         17.5         5.8           

情報通信業 11            72.7         27.3         - -

運輸業 23            30.4         34.8         34.8         -

卸売・小売業 66            47.0         30.3         19.7         3.0           

金融・保険業 8              87.5         12.5         - -

医療・福祉 86            81.4         8.1           9.3           1.2           

サービス業 88            60.2         20.5         15.9         3.4           

その他 22            59.1         22.7         18.2         -

1～9人 23            34.8         13.0         52.2         -

10～29人 147          53.7         24.5         18.4         3.4           

30～50人 129          55.8         19.4         20.9         3.9           

51～100人 116          57.8         20.7         16.4         5.2           

101～300人 84            63.1         31.0         3.6           2.4           

301人以上 33            90.9         9.1           - -

全体

（社、％）

業

種

従

業

員

数
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（問4で「取り組んでいる」または「今後取り組む予定がある」と回答した方について） 

問4-1 女性活躍に取り組む（重視する）理由は何ですか。あてはまるものに3つまで〇を付けてくだ

 さい。 

 

 問４で女性活躍に「取り組んでいる」「今後取り組む予定がある」と回答した企業のうち、女性活躍に取

り組む（重視する）理由として、「優秀な人材の確保・定着」が78.1％で最も高く、次いで「職場の活性

化による労働意欲の向上」の56.8％、「従業員の能力が発揮されることによる生産性の向上及び企業業績

の向上」の52.9％の順となっている。 

 

 

 

女性活躍に取り組む（重視する）理由 

 
  

優秀な人材の確保・定着

職場の活性化による労働意欲の向上

従業員の能力が発揮されることによる生

産性の向上及び企業業績の向上

働き方の見直しによる業務の効率化

企業のイメージアップ

新商品・サービスの開発に多様な視点が

必要

その他

無回答

78.1 

56.8 

52.9 

40.5 

11.3 

10.9 

1.8 

0.0 

77.7 

52.9 

50.9 

38.1 

11.5 

14.3

2.0 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3 N=442

H29 N=399

回

答

数

優

秀

な

人

材

の

確

保

・

定

着

職

場

の

活

性

化

に

よ

る

労

働

意

欲

の

向

上

従

業

員

の

能

力

が

発

揮

さ

れ

る

こ

と

に

よ

る

生

産

性

の

向

上

及

び

企

業

業

績

の

向

上

働

き

方

の

見

直

し

に

よ

る

業

務

の

効

率

化

企

業

の

イ

メ

ー

ジ

ア

ッ

プ

新

商

品

・

サ

ー

ビ

ス

の

開

発

に

多

様

な

視

点

が

必

要

そ

の

他

無

回

答

442          78.1         56.8         52.9         40.5         11.3         10.9         1.8           -

建設業 77            76.6         54.5         32.5         35.1         26.0         6.5           - -

製造業 92            76.1         56.5         69.6         32.6         5.4           13.0         1.1           -

情報通信業 11            100.0       45.5         63.6         27.3         18.2         18.2         - -

運輸業 15            80.0         73.3         66.7         40.0         13.3         - - -

卸売・小売業 51            70.6         54.9         49.0         47.1         11.8         19.6         - -

金融・保険業 8              87.5         37.5         87.5         50.0         12.5         12.5         - -

医療・福祉 77            90.9         62.3         39.0         48.1         5.2           5.2           7.8           -

サービス業 71            78.9         57.7         54.9         45.1         8.5           14.1         1.4           -

その他 18            50.0         55.6         72.2         44.4         11.1         11.1         - -

1～9人 11            54.5         63.6         63.6         45.5         9.1           - - -

10～29人 115          77.4         61.7         44.3         40.9         13.9         17.4         1.7           -

30～50人 97            80.4         56.7         52.6         33.0         9.3           10.3         1.0           -

51～100人 91            76.9         54.9         54.9         39.6         13.2         7.7           3.3           -

101～300人 79            82.3         53.2         55.7         45.6         11.4         8.9           2.5           -

301人以上 33            84.8         48.5         72.7         39.4         3.0           12.1         - -

従

業

員

数

（社、％）

全体

業

種
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（問4で「取り組む予定はない」と回答した方について） 

問4-2 女性活躍に取り組んでいない（重視しない）理由は何ですか。あてはまるものに３つまで〇を

 付けてください。 

 

 問４で女性活躍に「取り組む予定はない」と回答した企業のうち、女性活躍に取り組んでいない（重視し

ない）理由として、「女性従業員が少数である」が36.3％で最も高く、次いで「既に女性は十分に活躍し

ており、現状で問題ない」の34.1％、「女性従業員の意識と意欲が伴わない」の28.6％の順となってい

る。 

 

 

 

女性活躍に取り組んでいない（重視しない）理由 

 

  

女性従業員が少数である

既に女性は十分に活躍しており、現状で

問題ない

女性従業員の意識と意欲が伴わない

必要性を感じない

具体的な取組み方法がわからない

男性従業員の理解が得られない

その他

36.3 

34.1 

28.6 

16.5 

7.7 

4.4 

17.6 

43.6 

45.5 

31.7 

5.9 

12.9 

5.0 

6.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=91

H29 N=101

回

答

数

女

性

従

業

員

が

少

数

で

あ

る

既

に

女

性

は

十

分

に

活

躍

し

て

お

り

、

現

状

で

問

題

な

い

女

性

従

業

員

の

意

識

と

意

欲

が

伴

わ

な

い

必

要

性

を

感

じ

な

い

具

体

的

な

取

組

み

方

法

が

わ

か

ら

な

い

男

性

従

業

員

の

理

解

が

得

ら

れ

な

い

そ

の

他

無

回

答

91            36.3         34.1         28.6         16.5         7.7           4.4           17.6         -

建設業 16            43.8         12.5         18.8         37.5         6.3           - 25.0         -

製造業 21            33.3         28.6         52.4         19.0         4.8           4.8           9.5           -

情報通信業 - - - - - - - - -

運輸業 8              62.5         12.5         25.0         - 12.5         - 12.5         -

卸売・小売業 13            38.5         53.8         23.1         7.7           - 7.7           15.4         -

金融・保険業 - - - - - - - - -

医療・福祉 8              - 87.5         - 12.5         - - 25.0         -

サービス業 14            21.4         14.3         28.6         7.1           28.6         7.1           14.3         -

その他 4              50.0         50.0         - - - - 25.0         -

1～9人 12            8.3           41.7         16.7         16.7         8.3           - 8.3           -

10～29人 27            48.1         29.6         25.9         7.4           11.1         3.7           18.5         -

30～50人 27            37.0         37.0         29.6         18.5         3.7           11.1         11.1         -

51～100人 19            36.8         31.6         42.1         26.3         5.3           - 26.3         -

101～300人 3              33.3         66.7         33.3         - - - 33.3         -

301人以上 - - - - - - - - -

（社、％）

全体

業

種

従

業

員

数
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Ⅲ-3 女性活躍の推進状況について 

 
問5 貴社の状況をご記入ください。 

 

【直近事業年度の採用者に占める女性の割合】 

直近事業年度の採用者に占める女性割合は、「4割以上6割未満」の企業が14.0％で最も高く、次いで

「2割以上4割未満」の13.1％、「10割」の12.2％の順となっている。 

業種別にみると、「女性はいない」が建設業において20.8％と比較的高くなっている。 

 

 

 

直近事業年度の採用者に占める女性の割合 

 

   

女性はいない

11.1% 2割未満

4.2%

2割以上4割未満

13.1%

4割以上6割未満

14.0%

6割以上8割未満

9.8%
8割以上10割未満

2.7%

10割

12.2%

無回答

33.0%

N=551

（社、％） 回答数
女性は

いない
2割未満

2割以上

4割未満

4割以上

6割未満

6割以上

8割未満

8割以上

10割未満
10割 無回答

全体 551       11.1         4.2           13.1         14.0         9.8           2.7           12.2         33.0         

建設業 96          20.8         8.3           12.5         12.5         2.1           -                3.1           40.6         

製造業 120       12.5         5.8           18.3         15.0         6.7           1.7           6.7           33.3         

情報通信業 11          -                -                18.2         36.4         9.1           -                -                36.4         

運輸業 23          17.4         13.0         26.1         8.7           4.3           -                -                30.4         

卸売・小売業 66          7.6           1.5           19.7         15.2         12.1         1.5           10.6         31.8         

金融・保険業 8            -                -                12.5         50.0         12.5         -                25.0         -                

医療・福祉 86          1.2           -                2.3           9.3           23.3         10.5         31.4         22.1         

サービス業 88          12.5         2.3           10.2         9.1           10.2         1.1           13.6         40.9         

その他 22          4.5           4.5           4.5           22.7         13.6         -                18.2         31.8         
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【役員に占める女性の割合】 

役員に占める女性割合は、「女性はいない」の企業が29.6％で最も高く、次いで「2割以上4割未満」

の23.4％、「2割未満」の11.3％の順となっている。 

業種別にみると、「女性はいない」が情報通信業の72.7％、金融・保険業の87.5％で比較的高くなって

いる。 

 

 

 

役員に占める女性の割合 

 

  

女性はいない

29.6%

2割未満

11.3%
2割以上4割未満

23.4%

4割以上6割未満

11.1%

6割以上8割未満

2.5%

8割以上10割未満

0.0%

10割

1.3% 無回答

20.9%

N=551

（社、％） 回答数
女性は

いない
2割未満

2割以上

4割未満

4割以上

6割未満

6割以上

8割未満

8割以上

10割未満
10割 無回答

全体 551       29.6         11.3         23.4         11.1         2.5           -                1.3           20.9         

建設業 96          27.1         11.5         27.1         11.5         3.1           -                -                19.8         

製造業 120       38.3         8.3           20.0         9.2           1.7           -                0.8           21.7         

情報通信業 11          72.7         18.2         -                -                -                -                -                9.1           

運輸業 23          43.5         -                21.7         8.7           -                -                -                26.1         

卸売・小売業 66          30.3         10.6         22.7         18.2         -                -                -                18.2         

金融・保険業 8            87.5         12.5         -                -                -                -                -                -                

医療・福祉 86          7.0           18.6         31.4         12.8         4.7           -                7.0           18.6         

サービス業 88          21.6         12.5         21.6         11.4         4.5           -                -                28.4         

その他 22          22.7         18.2         22.7         9.1           4.5           -                -                22.7         
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【管理職に占める女性の割合】 

管理職に占める女性割合は、「女性はいない」の企業が28.5％で最も高く、次いで「2割未満」の

19.6％、「2割以上4割未満」の12.7％の順となっている。 

業種別にみると、「女性はいない」が建設業や製造業、運輸業、卸売・小売業において3割超と比較的高

くなっている。 

 

 

 

管理職に占める女性の割合 

 

  

女性はいない

28.5%

2割未満

19.6%
2割以上4割未満

12.7%4割以上6割未満

8.0%

6割以上8割未満

4.9%

8割以上10割未満

1.5%

10割

4.4%

無回答

20.5%

N=551

（社、％） 回答数
女性は

いない
2割未満

2割以上

4割未満

4割以上

6割未満

6割以上

8割未満

8割以上

10割未満
10割 無回答

全体 551       28.5         19.6         12.7         8.0           4.9           1.5           4.4           20.5         

建設業 96          37.5         16.7         13.5         1.0           -                -                2.1           29.2         

製造業 120       35.8         28.3         12.5         2.5           -                -                0.8           20.0         

情報通信業 11          27.3         18.2         45.5         9.1           -                -                -                -                

運輸業 23          39.1         21.7         4.3           -                -                -                -                34.8         

卸売・小売業 66          37.9         19.7         12.1         1.5           3.0           -                -                25.8         

金融・保険業 8            25.0         75.0         -                -                -                -                -                -                

医療・福祉 86          5.8           1.2           10.5         27.9         23.3         7.0           18.6         5.8           

サービス業 88          23.9         21.6         14.8         12.5         1.1           -                3.4           22.7         

その他 22          18.2         18.2         18.2         9.1           4.5           4.5           9.1           18.2         
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【従業員/管理職/役員に占める女性の割合】 

 
 

従業員/管理職/役員に占める女性の割合 

 
  

29.5

14.4

25.6

31.7

10.1

25.6

40.2

74.6

33.6

49.6

10.3 

4.8 5.2 

14.8 

3.3 
6.1 7.1 

58.6 

13.5 

19.6 
15.8 15.8 

13.8 

4.8 6.3 

14.8 

1.2 

26.7 

15.9 
14.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

全
体

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

卸
売
・
小
売
業

金
融
・
保
険
業

医
療
・
福
祉

サ
ー
ビ
ス
業

そ
の
他

従業員 管理職 役員

男性 女性 女性比率 男性 女性 女性比率 男性 女性 女性比率

全体 551       44940     18767     29.5         8372       961          10.3         2669       502          15.8         

建設業 96          5400       909          14.4         1087       55            4.8           373          70            15.8         

製造業 120       17494     6015       25.6         2981       164          5.2           550          88            13.8         

情報通信業 11          841          390          31.7         156          27            14.8         79            4              4.8           

運輸業 23          5122       576          10.1         491          17            3.3           133          9              6.3           

卸売・小売業 66          4455       1536       25.6         1003       65            6.1           264          46            14.8         

金融・保険業 8            986          664          40.2         418          32            7.1           83            1              1.2           

医療・福祉 86          1379       4045       74.6         246          348          58.6         439          160          26.7         

サービス業 88          3265       1651       33.6         835          130          13.5         464          88            15.9         

その他 22          1889       1859       49.6         311          76            19.6         135          22            14.0         

従業員 管理職 役員
（社、％） 回答数
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【直近事業年度において取得された育児休業のうち取得した人が最も多かった期間】 

 直近事業年度における育児休業の取得期間として、男性では「取得者なし」が50.6％と過半数を占めた

のに対し、女性では「1年以上2年未満」の28.9％、「6か月以上1年未満」の23.6％を合わせて過半

数を占めている。 

 

直近事業年度において取得された育児休業のうち取得した人が最も多かった期間（男性） 

 

直近事業年度において取得された育児休業のうち取得した人が最も多かった期間（女性） 

 
  

1週間未満

1週間以上1か月未満

1か月以上3か月未満

3か月以上6か月未満

6か月以上1年未満

1年以上2年未満

2年以上

対象者なし

取得者なし

5.6 

3.4 

3.8 

0.9 

2.2 

0.2 

0.0

26.5 

50.6 

0.2 

0.5 

0.2 

1.5 

23.6 

28.9 

0.7 

21.2 

21.1 

0% 20% 40% 60%

男性 N=551

女性 N=551

回

答

数

1

週

間

未

満

1

週

間

以

上

1

か

月

未

満

1

か

月

以

上

3

か

月

未

満

3

か

月

以

上

6

か

月

未

満

6

か

月

以

上

1

年

未

満

1

年

以

上

2

年

未

満

2

年

以

上

対

象

者

な

し

取

得

者

な

し

無

回

答

551          5.6           3.4           3.8           0.9           2.2           0.2           - 26.5         50.6         6.7           

建設業 96            6.3           2.1           - - 2.1           - - 24.0         63.5         2.1           

製造業 120          6.7           7.5           6.7           0.8           3.3           - - 23.3         46.7         5.0           

情報通信業 11            9.1           - - 9.1           9.1           - - 36.4         27.3         9.1           

運輸業 23            - - 4.3           4.3           - - - 13.0         78.3         -

卸売・小売業 66            6.1           3.0           6.1           1.5           - - - 21.2         59.1         3.0           

金融・保険業 8              12.5         - - - - - - - 87.5         -

医療・福祉 86            3.5           4.7           1.2           - 2.3           1.2           - 30.2         46.5         10.5         

サービス業 88            3.4           1.1           5.7           1.1           2.3           - - 43.2         29.5         13.6         

その他 22            4.5           4.5           9.1           - 4.5           - - 9.1           59.1         9.1           

1～9人 23            - - - - - - - 43.5         43.5         13.0         

10～29人 147          1.4           1.4           2.0           - - 0.7           - 36.7         49.0         8.8           

30～50人 129          4.7           3.1           0.8           - 0.8           - - 32.6         50.4         7.8           

51～100人 116          4.3           1.7           6.0           - 0.9           - - 23.3         59.5         4.3           

101～300人 84            11.9         6.0           6.0           4.8           3.6           - - 7.1           54.8         6.0           

301人以上 33            24.2         15.2         15.2         3.0           18.2         - - - 24.2         -

（社、％）

全体

業

種

従

業

員

数

回

答

数

1

週

間

未

満

1

週

間

以

上

1

か

月

未

満

1

か

月

以

上

3

か

月

未

満

3

か

月

以

上

6

か

月

未

満

6

か

月

以

上

1

年

未

満

1

年

以

上

2

年

未

満

2

年

以

上

対

象

者

な

し

取

得

者

な

し

無

回

答

551          0.2           0.5           0.2           1.5           23.6         28.9         0.7           21.2         21.1         2.2           

建設業 96            - - - 1.0           8.3           16.7         - 31.3         41.7         1.0           

製造業 120          - - - 2.5           22.5         32.5         0.8           20.0         20.0         1.7           

情報通信業 11            - - - - 27.3         36.4         - 18.2         18.2         -

運輸業 23            - 4.3           - - 17.4         8.7           - 17.4         52.2         -

卸売・小売業 66            - - - 4.5           25.8         30.3         3.0           19.7         16.7         -

金融・保険業 8              - - - - 37.5         62.5         - - - -

医療・福祉 86            - 1.2           - 1.2           40.7         41.9         1.2           8.1           4.7           1.2           

サービス業 88            - 1.1           1.1           - 22.7         23.9         - 29.5         15.9         5.7           

その他 22            - - - - 22.7         36.4         - 13.6         22.7         4.5           

1～9人 23            - - - - 8.7           8.7           - 39.1         39.1         4.3           

10～29人 147          - 0.7           0.7           1.4           11.6         18.4         1.4           27.9         34.0         4.1           

30～50人 129          - 0.8           - 1.6           19.4         24.8         1.6           26.4         24.0         1.6           

51～100人 116          0.9           - - 1.7           29.3         31.0         - 19.8         16.4         0.9           

101～300人 84            - 1.2           - - 46.4         44.0         - 4.8           1.2           2.4           

301人以上 33            - - - 3.0           33.3         60.6         - - 3.0           -

（社、％）

全体

業

種

従

業

員

数
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問6 女性の管理職登用について、障害は何だと思いますか。あてはまるものに３つまで〇を付けて

 ください。 

 

 女性の管理職登用の障害として、「家庭との両立が難しそうだと思う女性が多い」が56.4％で最も高

く、次いで「本人の昇進意欲がない（少ない）」の51.7％、「必要な知識や経験を有する女性がいない（少

ない）」の31.0％の順となっている。 

 

 
 

女性の管理職登用の障害 

 

  

家庭との両立が難しそうだと思う女性が多い

本人の昇進意欲がない(少ない)

必要な知識や経験を有する女性がいない(少

ない)

長時間労働、出張等に対応できない女性が

多い

ロールモデルが少ない

勤続年数が短く、管理職になるまでに退職し

てしまう女性が多い

職場の認識・理解が不十分

女性の家族、親類が管理職就任を望んでいない

顧客や取引先の認識・理解が不十分

その他

56.4 

51.7 

31.0 

25.2 

21.6 

14.0 

13.2 

8.2 

2.0 

3.6 

0% 20% 40% 60%

N=551

回

答

数

家

庭

と

の

両

立

が

難

し

そ

う

だ

と

思

う

女

性

が

多

い

本

人

の

昇

進

意

欲

が

な

い

(

少

な

い

)

必

要

な

知

識

や

経

験

を

有

す

る

女

性

が

い

な

い

(

少

な

い

)

長

時

間

労

働

、

出

張

等

に

対

応

で

き

な

い

女

性

が

多

い

ロ

ー

ル

モ

デ

ル

が

少

な

い

勤

続

年

数

が

短

く

、

管

理

職

に

な

る

ま

で

に

退

職

し

て

し

ま

う

女

性

が

多

い

職

場

の

認

識

・

理

解

が

不

十

分

女

性

の

家

族

、

親

類

が

管

理

職

就

任

を

望

ん

で

い

な

い

顧

客

や

取

引

先

の

認

識

・

理

解

が

不

十

分

そ

の

他

無

回

答

551          56.4         51.7         31.0         25.2         21.6         14.0         13.2         8.2           2.0           3.6           3.3           

建設業 96            51.0         37.5         37.5         14.6         19.8         15.6         15.6         8.3           4.2           7.3           2.1           

製造業 120          54.2         65.8         31.7         30.8         29.2         6.7           15.0         10.8         0.8           1.7           2.5           

情報通信業 11            63.6         54.5         27.3         18.2         45.5         9.1           9.1           9.1           - - -

運輸業 23            52.2         73.9         17.4         21.7         26.1         4.3           13.0         17.4         - 4.3           4.3           

卸売・小売業 66            53.0         50.0         42.4         28.8         19.7         19.7         10.6         3.0           1.5           - -

金融・保険業 8              62.5         50.0         37.5         25.0         50.0         - 37.5         12.5         - - -

医療・福祉 86            68.6         48.8         24.4         32.6         8.1           14.0         4.7           5.8           1.2           7.0           9.3           

サービス業 88            53.4         44.3         30.7         20.5         20.5         19.3         15.9         10.2         3.4           2.3           3.4           

その他 22            59.1         45.5         13.6         22.7         31.8         27.3         9.1           - - 4.5           -

1～9人 23            73.9         34.8         26.1         26.1         4.3           21.7         4.3           26.1         - - -

10～29人 147          53.7         42.9         28.6         29.3         18.4         17.0         8.8           8.8           2.7           2.7           5.4           

30～50人 129          55.8         49.6         29.5         27.1         17.8         14.7         19.4         7.0           3.9           2.3           2.3           

51～100人 116          58.6         58.6         37.9         22.4         16.4         12.9         13.8         6.0           0.9           6.0           3.4           

101～300人 84            56.0         59.5         29.8         17.9         38.1         11.9         11.9         7.1           - 3.6           2.4           

301人以上 33            60.6         75.8         33.3         18.2         39.4         3.0           15.2         12.1         3.0           3.0           3.0           

全体

業

種

従

業

員

数

（社、％）
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Ⅲ-4 女性活躍の取組み状況について 

 
問7 貴社で実施している女性活躍推進に関する（１）～（７）の取組みについて、それぞれあては

まるものすべてに〇を付けてください。 

 
「採用についての取組み」や「職場風土改善についての取組み」でともに87.3％の企業が何らかの取組

みを実施している一方、「評価・登用についての取組み」は61.3％となっている。 

具体的な取組みは、「非正社員から正社員への雇用転換を推進する取組み」と「産前・産後休業や育児休

業中の情報提供、相談窓口の設置」がともに38.3％と最も高い。 

また、平成29年度調査と比較してすべての項目で取り組んでいる率が上昇している。 

 

項目 全体 回答が多かった取組み 回答が少なかった取組み 

採用 
87.3% 

（76.0%） 

求職者に対する積極的な広

報 
29.9% 

女性の採用拡大に向けたイン

ターンシップの実施 
6.5% 

採用担当者への女性の参画 28.5%   

配置 
78.6% 

（71.9%） 

非正社員から正社員への雇

用転換を推進する取組み 
38.3% 

多様な職務経験ができるよ

う、女性が主だった部署・職

種への男性の配置 

5.8% 

女性がいない又は少ない部

署・職種等への女性の積極

的な配置 

24.1% 

コース別雇用管理の見直し

(採用時の雇用管理区分にと

らわれない活躍の促進) 

7.3% 

育成 
78.8% 

（73.4%） 

研修情報の定期的な発信、

上司からの働きかけ 
37.9% 

家庭と両立しにくい職務経験

(海外勤務等)を出産・子育て

期以前に積極的に付与 

3.6% 

中長期的な育成の実施(本人

と上司によるキャリアプラ

ンの作成等) 

31.6% 
非正社員を対象とした研修の

実施 
4.5% 

育児との 

両立支援 

85.5% 

（76.4%） 

産前・産後休業や育児休業

中の情報提供、相談窓口の

設置 

38.3% 
配偶者の転勤先への異動・同

行休職等の制度の導入 
1.1% 

育児休業取得に関する方針

や目標の設定 
35.6% 事業所内託児所の設置 2.5% 

介護との 

両立支援 

75.5% 

（68.7%） 

介護休業取得に関する方針

や目標の設定 
31.0% 

介護等を理由とする転勤への

配慮(地域限定で働ける制度

を含む) 

9.1% 

介護休業中の情報提供、相

談窓口の設置 
25.8%   

評価・ 

登用 

61.3% 

（50.8%） 

女性管理職の登用方針や目

標の設定 
22.5% 

女性管理職を対象とした役員

養成のための研修の実施 
3.1% 

管理職手前の女性社員を対

象としたキャリア意識の醸

成、研修の実施 

22.0% 
ロールモデルとなる女性管理

職・役員の紹介や交流の実施 
4.4% 

職場風土 

の改善 

87.3% 

（81.9%） 

マタハラ・セクハラ防止の

ための取組み 
35.0% 

管理職の評価へのワーク・ラ

イフ・バランスや女性活躍推

進の取組みに関する項目設定 

2.9% 

女子トイレや更衣室等の整

備・改修 
28.9%   

※全体の（）内の値は平成29年度調査の数値である。  



- 23 - 

（１）採用についての取組み 

 
 

（２）配置についての取組み 

 
 

（３）育成についての取組み 

  

求職者に対する積極的な広報

採用担当者への女性の参画

女性が満たしにくい募集・採用基準や運用の

見直し

女性の採用割合を増やす方針や目標の設定

女性の採用拡大に向けたインターンシップの実

施

育児・介護・配偶者の転勤等を理由に退職した

社員に対する再雇用制度の導入・利用促進

その他

無回答

29.9

28.5

22.7

18.1

6.5

16.0

9.3

12.7 

25.0 

26.4 

21.1 

13.6 

8.3 

16.3 

3.5 

24.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=551

H29 N=508

非正社員から正社員への雇用転換を推進す

る取組み

女性がいない又は少ない部署・職種等への女

性の積極的な配置

女性がいない又は少ない部署・職種等におい

て、ロールモデルとなる人材を育成

一般職から総合職等への転換を推進する取

組み

女性が満たしにくい配置基準の見直し

コース別雇用管理の見直し

多様な職務経験ができるよう、女性が主だっ

た部署・職種への男性の配置

無回答

38.3

24.1

12.5

10.0

8.9

7.3

5.8

21.4 

34.6 

24.0 

10.0 

10.0 

8.1 

6.9 

7.5 

28.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=551

H29 N=508

研修情報の定期的な発信、上司からの働き

かけ

中長期的な育成の実施

管理職に対する女性部下の育成に関する意

識啓発の実施

女性を対象とした、より高度な研修の実施

転換・再雇用・中途採用等の社員を対象とし

た研修の実施

職階等に応じた女性同士の交流機会の提

供、ネットワークづくり支援

育休復職者のキャリア形成支援に関する研修

の実施

非正社員と対象とした研修の実施

家庭と両立しにくい職務経験を出産・子

育て期以前に積極的に付与

その他

無回答

37.9

31.6

13.8

10.0

7.4

6.7

6.0

4.5 

3.6

5.3

21.2

34.4

24.2

12.8

15.0

10.2

8.5

7.5

6.5

5.1

1.6

26.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=551

H29 N=508
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（４）仕事と育児の両立支援についての取組み 

 
 

（５）仕事と介護の両立支援についての取組み 

 
 

（６）評価・登用についての取組み 

 
  

産前・産後休業や育児休業中の情報提供、

相談窓口の設置

育児休業取得に関する方針や目標の設定

育児休業や育児短時間勤務制度における

「法定を超える制度」の導入

男性の育児休業取得促進の取組

両立支援制度に関する周知

子育てを理由とする転勤への配慮

事業所内託児所の設置

配偶者の転勤先への異動・同行休職等の制

度の導入

その他

無回答

38.3

35.6

23.0

19.4

15.1

8.2

2.5

1.1 

5.1

14.5

38.6

11.6

24.2

12.8

17.9

8.7

2.6

1.0

3.1

23.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=551

H29 N=508

介護休業取得に関する方針や目標の設定

介護休業中の情報提供、相談窓口の設置

両立支援制度に関する周知

介護休業や介護短時間勤務制度における

「法定を超える制度」の導入

介護休業の取得が昇給・昇格に不利益とな

らない評価制度の導入

介護等を理由とする転勤への配慮

その他

無回答

31.0

25.8

15.4

12.9

10.5

9.1

4.4

24.5 

8.9

26.4

16.7

17.5

11.8

9.1

3.1

31.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=551

H29 N=508

女性管理職の登用方針や目標の設定

管理職手前の女性社員を対象としたキャリア

意識の醸成、研修の実施

管理職登用において、女性が満たしにくい評

価基準・運用等の見直し

一般職や地域限定社員等の昇進上限の見

直し

ロールモデルとなる女性管理職・役員の紹介

や交流の実施

女性管理職を対象とした役員養成のための

研修の実施

その他

無回答

22.5

22.0

10.2

5.3

4.4

3.1

7.6

38.7 

7.7

23.2

12.6

6.5

4.7

6.7

3.7

49.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=551

H29 N=508
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（７）職場風土改善についての取組み 

 
  

マタハラ・セクハラ防止のための取組み

女子トイレや更衣室等の整備・改修

定期的な社員への意識調査

ワーク・ライフ・バランスや女性活躍の推進方針

について、経営トップからのアピール

身体的な負担の大きな業務や衛生面で不安

のある職場環境の改善

管理職に対するワーク・ライフ・バランスや女性

活躍推進に関する意識啓発

人事評価への「時間あたり生産性」重視の方

針の導入

管理職の評価へのワーク・ライフ・バランスや女

性活躍推進の取組みに関する項目設定

その他

無回答

35.0

28.9

25.2

22.5

19.1

17.6

8.2

2.9 

2.9

12.7

30.9

23.6

18.3

20.5

18.1

16.5

9.1

3.0

1.6

18.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

R3 N=551

H29 N=508
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問8 男性が育児休業を取得するにあたって、課題又は課題になりそうなことは何だと思いますか。 

 あてはまるものに３つまで〇を付けてください。 

 

企業調査では「代替要員の確保が困難」が59.7％と最も高く、次いで「男性自身に育児休業を取る意識

がない」（51.4％）、「前例がいない（モデルが少ない）」（36.3％）の順となっており、従業員調査でも同

様の傾向となっている。 

また、「『育児は女性がやるもの』などの固定的な意識」や「上司・同僚等の理解が不十分」では10ポイ

ント近く従業員調査の方が高く、企業調査との乖離がみられる。 

 

男性の育児休業取得の課題 

  

代替要員の確保が困難

男性自身に育児休業を取る意識がない

前例がいない（モデルが少ない）

社会全体の認識が不十分

上司・同僚等の理解が不十分

休業中の育児休業給付金等の補償が不十
分

「育児は女性がやるもの」などの固定的な
意識

キャリア形成において不利になる懸念を払
しょくできない

ハラスメントに対する不安がある

その他

無回答

59.7

51.4

36.3

24.1

16.3

14.5

10.0

5.1

1.5

2.9

3.4

54.0

46.0

38.0

29.1

26.1

15.5

22.8

11.9

3.3

1.2

3.5

58.9

50.5

38.0

30.9

23.4

21.5

12.3

13.4

4.2

2.3

2.9

51.8

43.9

38.1

28.4

27.2

12.7

27.7

11.2

2.9

0.7

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

企業

N=551

従業員

N=1515

男性

N=479

女性

N=1028

回
答
数

代
替
要
員
の
確
保

が
困
難

男
性
自
身
に
育
児
休
業

を
取
る
意
識
が
な
い

前
例
が
い
な
い

（
モ
デ
ル
が
少
な
い

）

社
会
全
体
の
認
識
が

不
十
分

上
司
・
同
僚
等
の
理
解

が
不
十
分

休
業
中
の
育
児
休
業
給

付
金
等
の
補
償
が
不
十

分 「
育
児
は
女
性
が
や
る

も
の

」
な
ど
の
固
定
的

な
意
識

キ

ャ
リ
ア
形
成
に
お
い

て
不
利
に
な
る
懸
念
を

払
し

ょ
く
で
き
な
い

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
対
す

る
不
安
が
あ
る

そ
の
他

無
回
答

551 59.7 51.4 36.3 24.1 16.3 14.5 10.0 5.1 1.5 2.9 3.4

1515 54.0 46.0 38.0 29.1 26.1 15.5 22.8 11.9 3.3 1.2 3.5

男性 479 58.9 50.5 38.0 30.9 23.4 21.5 12.3 13.4 4.2 2.3 2.9

女性 1028 51.8 43.9 38.1 28.4 27.2 12.7 27.7 11.2 2.9 0.7 3.8

従業員

性
別

（社、％）

企業
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Ⅲ-5 働き方改革の取組み状況について 

 

問9 貴社で実施している長時間労働の解消や働き方改革に関する取組みについて、あてはまるもの 

 すべてに〇を付けてください。 

 

「有給休暇取得日数の目標設定など取得促進」が69.0％と最も高く、次いで「業務分担の見直しなど職

場における業務削減の取組み」（43.2％）、「ノー残業デー、定時退社の呼びかけ等の意識啓発」（40.7％）

の順となっている。 

 

  

回
答
数

有
給
休
暇
取
得
日
数
の
目
標
設
定
な
ど
取
得
促
進

業
務
分
担
の
見
直
し
な
ど
職
場
に
お
け
る
業
務
削

減
の
取
組
み

ノ
ー
残
業
デ
ー
、
定
時
退
社
の
呼
び
か
け
等
の
意

識
啓
発

残
業
時
間
数
等
の
数
値
目
標
の
設
定
・
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ

属
人
的
な
業
務
体
制
の
見
直
し
（
複
数
担
当
制
、

多
能
工
化
等
に
よ
る
カ
バ
ー
体
制
の
構
築  

等
）

機
械
化
・
ロ
ボ
ッ
ト
化
：
な
ど
に
よ
る
、
生
産
工

程
や
業
務
プ
ロ
セ
ス
等
の
見
直
し

働
き
方
に
関
す
る
管
理
職
へ
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研

修 時
間
制
約
の
あ
る
社
員
を
活
か
す
職
場
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

自
社
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
取
組
に

つ
い
て
、
顧
客
・
関
連
企
業
等
に
理
解
を
呼
び
か

け そ
の
他

無
回
答

全体 551     69.0    43.2    40.7    31.0    22.9    17.8    7.1      6.9      1.1       1.8       2.9      

建設業 96       76.0    19.8    44.8    29.2    12.5    16.7    3.1      3.1      1.0       1.0       3.1      

製造業 120     60.8    42.5    36.7    46.7    33.3    24.2    10.0    2.5      0.8       0.8       2.5      

情報通信業 11       81.8    90.9    45.5    54.5    36.4    45.5    9.1      9.1      - - -

運輸業 23       69.6    39.1    34.8    26.1    21.7    13.0    8.7      - 4.3       - 4.3      

卸売・小売業 66       77.3    48.5    40.9    28.8    30.3    10.6    4.5      3.0      - - -

金融・保険業 8        87.5    50.0    75.0    62.5    25.0    12.5    12.5    12.5    - - -

医療・福祉 86       65.1    66.3    43.0    16.3    10.5    18.6    11.6    17.4    1.2       2.3       3.5      

サービス業 88       69.3    42.0    36.4    30.7    27.3    14.8    2.3      11.4    2.3       4.5       4.5      

その他 22       59.1    31.8    54.5    18.2    22.7    18.2    13.6    4.5      - - 4.5      

1 ～9 人 23       43.5    47.8    34.8    8.7      17.4    - - 13.0    - 4.3       13.0    

10～29人 147     64.6    36.1    38.1    21.1    23.1    13.6    6.1      9.5      2.0       1.4       4.1      

30～50人 129     76.7    45.0    31.0    31.0    11.6    17.1    6.2      5.4      0.8       2.3       1.6      

51～100 人 116     65.5    45.7    41.4    30.2    31.0    17.2    6.9      6.9      1.7       2.6       1.7      

101 ～300 人 84       73.8    40.5    48.8    46.4    27.4    22.6    8.3      6.0      - - 1.2      

301 人以上 33       78.8    60.6    69.7    48.5    30.3    39.4    15.2    - - - -

（社、％）

業

種

従

業

員

規

模

69.0 

43.2 
40.7 

31.0 

22.9 
17.8 

7.1 6.9 

1.1 1.8 2.9 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

N=551
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問9-1 フレックスタイムやテレワーク等の柔軟な働き方の選択肢を増やす取組みについて、内容ごと

 にあてはまるものに〇を付けてください。 

 

柔軟な働き方別の取組みは、「実施している」が『短時間勤務制度』で47.5％と最も高く、次いで『副

業・兼業の承認』（20.5％）となっている。 

 

 

問10 問９に掲げる働き方改革を進めるにあたって課題と思われる点があれば記入してください。 

 

【業種別の主な回答】 

建設業 ・週労働時間と、残業時間の管理と手当。 

・建設業の現場ではフレックス、テレワークができない やるとすれば、事務職のみ。 

・現場作業のため対応不可が多い。 

製造業 ・公平性を保つのがむずかしい。現場とバックオフィスとでは仕事の内容がちがう。 

・テレワークができる環境づくりに費用がかかる。 

・取引先の理解が得られるかどうか。 

情報通信業 ・テレワークに適した業務が限られることから、テレワークができる社員とできない社

員が発生している。 

運輸業 ・兼業した場合の休息の実態把握。 

・点呼業務・高速料金を含む運賃の改定・荷物到着時間の指定。 

・人材の確保。職場の環境。 

卸売・小売業 ・特定業務（属人化）問題。 

・繁忙期と閑散期の差が大きく、人員のカバー体制が課題。 

・経営層の意識向上。 

金融・保険業 ・代替要員の確保。 

・上記のような多様化、柔軟な働き方を導入する際には、勤怠管理ルールを現状より明

確に示していかないと、管理と運用が難しくなる。そのルールづくりが大切であると思

う。 

サービス業 ・テレワーク時のデータセキュリティ管理。 

・お客様のお世話をする仕事なので、むずかしい。 

・取引先の理解。取引先への説明、業界全体の底上げ必要。 

その他 ・客商売なので顧客に迷惑をかけないかどうか心配。 

・テレワーク時のデータセキュリティ管理。   

16.5

19.1

47.5

8.3

20.5

6.2

7.4

6.7

4.7

9.8

1.0 

69.5

42.6

82.6

65.9

3.1

4.0

3.1

4.4

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①フレックスタイム

②テレワーク

③短時間勤務制度

④朝型勤務制度

⑤副業・兼業の承認

実施している 実施を検討している 実施していない 無回答
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Ⅲ-6 県が実施している女性活躍推進や両立支援の施策・事業等について 

 

問11 県が実施しているそれぞれの施策・事業等について、あてはまるもの１つに〇を付けてくださ

 い。 

 

県の施策・事業について、「参加・活用したことがある、または今後、参加・活用したい」をみると、「富

男女共同参画チーフ・オフィサーの設置」が22.3％で最も高い。 

また、「今回初めて知った」をみると、「多子世帯や三世代同居を対象とした融資制度の無利子化」が

69.3％で最も高く、「元気とやま！子育て応援企業登録制度」が34.3％で最も低くなっている。 

 

 

  

1 働き方改革・女性活躍応援サイト

2 男女共同参画チーフ・オフィサーの設置

3 男女共同参画推進事業所の認証

4 男女共同参画推進事業所の入札参加資格の優遇

5 煌めく女性リーダー塾

6 女性が輝く元気企業とやま賞の表彰

7 女性活躍・働き方改革推進員の企業派遣

8 イクボス企業同盟とやま

9 富山県働き方改革推進企業表彰

10 家族でハッピー! 家事・育児分担キャンペーンにおけ
るセミナー

11 仕事と子育て両立支援推進員の企業派遣

12 元気とやま! 子育て応援企業登録制度

13 元気とやま! 子育て応援企業の入札参加資格の優
遇

14 とやま子育て応援団事業への協賛

15 事業所内保育施設の設置

16 多子世帯や三世代同居を対象とした融資制度の無
利子化

47.2 

54.8 

42.3 

56.4 

47.4 

40.1 

48.6 

34.8 

42.8 

68.1 

53.9 

34.3 

53.2 

42.5

48.5

69.3

35.8 

20.7 

37.0 

26.5 

36.7 

47.7 

40.8 

49.2 

46.3 

26.1 

38.7 

46.6 

32.1 

45.7

44.5

25.4

14.9 

22.3 

18.1 

14.5 

13.2 

8.7 

7.3 

13.2 

7.8 

2.9 

4.5 

16.7 

12.5 

8.9

4.2

2.7

2.2 

2.2 

2.5 

2.5 

2.7 

3.4 

3.3 

2.7 

3.1 

2.9 

2.9 

2.4 

2.2 

2.9

2.9

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回初めて知った 知っていたが参加・活用したことはない

参加・活用したことがある、または今後、参加・活用したい 無回答
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Ⅲ-7 女性活躍を推進するうえでの課題について 

 
問12 女性活躍を推進するうえで、どのような課題があると思いますか。あてはまるものすべてに〇

を付けてください。 

 

女性活躍を推進するうえでの課題については、「男性と比べ、女性は家庭の負担が重い」が63.3％で最

も高く、次いで「育児休業や短時間勤務制度を取得する従業員をカバーする人的余裕がない」が36.1％、

「時間外労働、深夜勤務をさせにくい」が29.0％の順となっている。 

従業員調査と比較すると、「生理や更年期障害など女性特有の健康課題がある」や「育児休業や短時間勤

務制度を取得する従業員をカバーする人的余裕がない」、「時間外労働が多い」が企業調査では従業員調査よ

り10ポイント前後低くなっている。 

 

 
  

男性と比べ、女性は家庭の負担が重い

育児休業や短時間勤務制度を取得する従
業員をカバーする人的余裕がない

時間外労働、深夜勤務をさせにくい

重量物や危険有害業務など法規制により
女性が従事できない業務がある

一般的に女性の就労意識が低い

上司や同僚の認識、理解が不十分

時間外労働が多い

人材育成にコストをかけても、女性の平均
勤続年数は短い

生理や更年期障害など女性特有の健康課
題がある

顧客や取引先を含む社会一般の認識、理
解が不十分

その他

無回答

63.3

36.1

29.0

21.8

20.7

18.9

13.8

12.9

11.8

10.0

4.9

2.9

65.9

44.6

26.3

25.5

17.0

21.6

22.6

13.7

23.8

14.7

2.4

1.9

52.2 

41.8 

34.2 

32.4 

21.9 

18.8 

20.7 

19.2 

13.2 

11.5 

3.1 

1.9 

72.1 

46.0 

22.8 

22.3 

14.7 

23.0 

23.6 

11.2 

28.7 

16.1 

1.9 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80%

企業

N=551

従業員

N=1515

男性

N=479

女性

N=1028



- 31 - 

女性活躍推進の課題 

  

回
答
数

男

性

と

比

べ

、
女

性

は

家

庭

の

負

担

が

重

い

育

児

休

業

や

短

時

間

勤

務

制

度

を

取

得

す

る

従

業

員

を

カ

バ
ー

す

る

人

的

余

裕

が

な

い

時

間

外

労

働

、
深

夜

勤

務

を

さ

せ

に

く

い

重

量

物

や

危

険

有

害

業

務

な

ど

法

規

制

に

よ

り

女

性

が

従

事

で

き

な

い

業

務

が

あ

る

一

般

的

に

女

性

の

就

労

意

識

が

低

い

上

司

や

同

僚

の

認

識

、
理

解

が

不

十

分

551     63.3         36.1         29.0         21.8         20.7         18.9         

建設業 96       56.3         41.7         29.2         30.2         19.8         19.8         

製造業 120     64.2         29.2         34.2         28.3         21.7         23.3         

情報通信業 11       81.8         45.5         27.3         18.2         9.1           9.1           

運輸業 23       43.5         8.7           34.8         39.1         13.0         13.0         

卸売・小売業 66       60.6         42.4         25.8         18.2         33.3         18.2         

金融・保険業 8         87.5         37.5         37.5         12.5         25.0         50.0         

医療・福祉 86       76.7         47.7         24.4         3.5           19.8         8.1           

サービス業 88       62.5         31.8         22.7         19.3         19.3         25.0         

その他 22       45.5         31.8         22.7         18.2         9.1           9.1           

1～9人 23       52.2         17.4         13.0         13.0         17.4         17.4         

10～29人 147     61.2         39.5         26.5         25.2         19.7         15.0         

30～50人 129     62.8         39.5         31.0         20.2         19.4         22.5         

51～100人 116     67.2         33.6         35.3         19.8         28.4         18.1         

101～300人 84       67.9         34.5         22.6         25.0         21.4         16.7         

301人以上 33       69.7         33.3         36.4         21.2         12.1         30.3         

回
答
数

時

間

外

労

働

が

多

い

人

材

育

成

に

コ

ス

ト

を

か

け

て

も

、
女

性

の

平

均

勤

続

年

数

は

短

い

生

理

や

更

年

期

障

害

な

ど

女

性

特

有

の

健

康

課

題

が

あ

る

顧

客

や

取

引

先

を

含

む

社

会

一

般

の

認

識

、
理

解

が

不

十

分

そ

の

他

無

回

答

551     13.8         12.9         11.8         10.0         4.9           2.9           

建設業 96       8.3           12.5         8.3           13.5         5.2           1.0           

製造業 120     15.0         10.8         10.8         5.8           4.2           3.3           

情報通信業 11       9.1           27.3         18.2         9.1           - -

運輸業 23       21.7         8.7           8.7           13.0         8.7           4.3           

卸売・小売業 66       10.6         12.1         9.1           16.7         3.0           3.0           

金融・保険業 8         - 12.5         25.0         12.5         - -

医療・福祉 86       16.3         15.1         19.8         2.3           4.7           1.2           

サービス業 88       14.8         13.6         6.8           11.4         6.8           4.5           

その他 22       13.6         13.6         22.7         9.1           9.1           9.1           

1～9人 23       8.7           13.0         8.7           4.3           8.7           13.0         

10～29人 147     13.6         15.6         14.3         7.5           4.1           4.1           

30～50人 129     14.7         14.0         11.6         11.6         3.1           2.3           

51～100人 116     12.1         13.8         12.1         9.5           1.7           -

101～300人 84       14.3         7.1           8.3           11.9         9.5           3.6           

301人以上 33       24.2         12.1         9.1           18.2         6.1           -

（社、％）

（社、％）

従

業

員

数

全体

業

種

従

業

員

数

全体

業

種
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Ⅲ-8 国や県への要望について 

 
問13 女性活躍のためにどのような行政の支援・施策が必要だと考えますか。あてはまるものすべて

に〇を付けてください。 

 

国や県への要望については、「子育てインフラの充実」が40.5％で最も高く、次いで「積極的な企業の

取組み事例や支援制度の紹介」が31.9％、「女性従業員の意識改革を目的とした研修会等の開催」が

26.3％の順となっている。 

従業員調査と比較すると、「子育てインフラの充実」が、企業は40.5%なのに対し、従業員は50.2％、

「生理や更年期障害など女性特有の健康課題に対する支援」が、企業は13.4%なのに対し、従業員は

25.1％となっている。 

 

   

子育てインフラの充実

積極的な企業の取組み事例や支援制度の

紹介

女性従業員の意識改革を目的とした研修

会等の開催

女性活躍や働き方改革のノウハウを学べる

研修会等の開催

経営者、管理職の意識改革を目的とした研

修会等の開催

産後ヘルパーや家事代行サービスへの支

援や家事省力化を促すキャンペーンなどの

実施

男性従業員の意識改革を目的とした研修

会等の開催

女性管理職候補者を対象としたリーダー養

成研修の開催や異業種交流などのネット

ワーク構築

取得例の紹介などによる男性の育児休業

取得促進

女性の活躍推進の実績がある企業に対す

る評価やインセンティブの付与

学校や企業との連携を通じた、子どもたち

の職業観に関する教育を支援する制度づく

り

生理や更年期障害など女性特有の健康課

題に対する支援

女性活躍推進に積極的な企業情報の学生

へのＰＲ機会の充実

女性活躍を推進するための専門コンサルタ

ント等の派遣

その他

無回答

40.5

31.9

26.3

23.8

23.6

19.2

18.7

17.2

15.8

13.8

13.8

13.4

9.8

4.7

5.1

5.1

50.2

28.6

23.7

22.0

25.4

23.6

23.1

17.1

18.8

21.5

17.4

25.1

8.9

8.3

2.8

3.6

48.0

30.5

29.6

21.7

27.6

20.7

25.9

18.2

24.8

28.0

18.8

13.8

9.8

11.5

2.5

3.8

51.2

27.7

20.9

22.2

24.5

24.9

21.7

16.6

16.0

18.6

16.6

30.1

8.5

6.8

3.0

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企業

N=551

従業員

N=1515

男性

N=479

女性

N=1028
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女性活躍推進のために必要な行政の支援・施策 

 

  

回
答
数

子

育
て

イ
ン

フ
ラ
の

充
実

積

極
的

な
企

業
の
取

組
み

事

例

や
支

援
制

度
の
紹

介

女

性
従

業
員

の
意
識

改
革

を

目

的
と

し
た

研
修
会

等
の

開

催 女

性
活

躍
や

働
き
方

改
革

の

ノ

ウ
ハ

ウ
を

学
べ
る

研
修

会

等

の
開

催

経

営
者

、
管

理
職
の

意
識

改

革

を
目

的
と

し
た
研

修
会

等

の

開
催

産

後
ヘ

ル
パ
ー

や
家

事
代

行

サ
ー

ビ

ス
へ

の
支
援

や
家

事

省

力
化

を
促

す
キ

ャ
ン
ペ
ー

ン

な
ど

の
実

施

男

性
従

業
員

の
意
識

改
革

を

目

的
と

し
た

研
修
会

等
の

開

催 女

性
管

理
職

候
補
者

を
対

象

と

し
た

リ
ー

ダ
ー

養

成
研

修

の

開
催

や
異

業
種
交

流
な

ど

の

ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
構

築

551     40.5         31.9         26.3         23.8         23.6         19.2         18.7         17.2         

建設業 96       38.5         30.2         21.9         27.1         28.1         18.8         22.9         8.3           

製造業 120     42.5         33.3         20.8         25.0         27.5         18.3         12.5         15.8         

情報通信業 11       54.5         27.3         36.4         27.3         27.3         36.4         36.4         36.4         

運輸業 23       30.4         26.1         26.1         21.7         26.1         8.7           13.0         8.7           

卸売・小売業 66       47.0         39.4         24.2         10.6         18.2         24.2         18.2         10.6         

金融・保険業 8         37.5         25.0         50.0         50.0         50.0         12.5         50.0         50.0         

医療・福祉 86       38.4         25.6         20.9         31.4         15.1         22.1         9.3           22.1         

サービス業 88       37.5         31.8         35.2         17.0         20.5         18.2         23.9         21.6         

その他 22       50.0         36.4         36.4         36.4         22.7         22.7         18.2         31.8         

1～9人 23       39.1         30.4         17.4         13.0         4.3           21.7         17.4         8.7           

10～29人 147     40.8         32.7         21.8         21.8         18.4         17.7         16.3         20.4         

30～50人 129     38.0         30.2         21.7         23.3         22.5         20.9         15.5         14.0         

51～100人 116     36.2         33.6         33.6         28.4         27.6         20.7         25.0         14.7         

101～300人 84       41.7         36.9         26.2         21.4         26.2         14.3         11.9         15.5         

301人以上 33       63.6         33.3         36.4         33.3         39.4         24.2         36.4         39.4         

回
答
数

取

得
例

の
紹
介

な
ど

に
よ

る

男

性
の

育
児
休

業
取

得
促

進

女

性
の

活
躍
推

進
の

実
績

が

あ

る
企

業
に
対

す
る

評
価

や

イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ
の

付
与

学

校
や

企
業
と

の
連

携
を

通

じ

た

、
子
ど
も

た
ち

の
職

業

観

に
関

す
る
教

育
を

支
援

す

る

制
度

づ
く
り

生

理
や

更
年
期

障
害

な
ど

女

性

特
有

の
健
康

課
題

に
対

す

る

支
援

女

性
活

躍
推
進

に
積

極
的

な

企

業
情

報
の
学

生
へ

の
Ｐ

Ｒ

機

会
の

充
実

女

性
活

躍
を
推

進
す

る
た

め

の

専
門

コ
ン
サ

ル
タ

ン
ト

等

の

派
遣

そ

の
他

無

回
答

551     15.8         13.8         13.8         13.4         9.8           4.7           5.1           5.1           

建設業 96       15.6         9.4           21.9         12.5         14.6         2.1           6.3           2.1           

製造業 120     12.5         17.5         14.2         10.0         5.8           8.3           3.3           5.8           

情報通信業 11       45.5         18.2         9.1           18.2         36.4         - - -

運輸業 23       17.4         4.3           4.3           17.4         - 8.7           8.7           17.4         

卸売・小売業 66       19.7         12.1         4.5           16.7         10.6         4.5           6.1           1.5           

金融・保険業 8         50.0         12.5         12.5         25.0         12.5         - - -

医療・福祉 86       16.3         16.3         16.3         18.6         11.6         7.0           7.0           3.5           

サービス業 88       12.5         17.0         13.6         8.0           4.5           2.3           2.3           8.0           

その他 22       13.6         18.2         13.6         13.6         9.1           4.5           9.1           9.1           

1～9人 23       4.3           13.0         8.7           17.4         - 4.3           8.7           13.0         

10～29人 147     8.8           8.8           17.7         19.7         8.2           4.1           3.4           6.1           

30～50人 129     17.1         13.2         14.7         7.8           9.3           5.4           3.9           3.9           

51～100人 116     18.1         19.8         12.1         14.7         11.2         6.0           7.8           4.3           

101～300人 84       20.2         15.5         8.3           10.7         10.7         4.8           4.8           6.0           

301人以上 33       30.3         21.2         12.1         9.1           18.2         3.0           3.0           -

（社、％）

（社、％）

従

業

員

数

全体

業

種

従

業

員

数

全体

業

種
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Ⅳ 従業員調査結果 
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Ⅳ-1 属性情報 

 
           【性別】                 【年齢】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代、配偶者の有無×性別】 

 
 

【年代×末子の就学等状況】 

 

  

回
答
数

男
性

女
性

無
回
答

1515        31.6         67.9         0.5           

10・20歳代 225          23.1         76.9         -

30歳代 367          40.1         59.9         -

40歳代 519          30.6         68.8         0.6           

50歳代 314          30.3         68.2         1.6           

60歳以上 86            29.1         70.9         -

有 966          32.8         67.1         0.1           

無 502          26.9         73.1         -

（件、％）

年

代

配偶者

全体

回
答
数

子

ど
も

は
い

な
い

未

就
学

児

小

学
生

中

学
生

高

校
生

・
予

備
校

生
・

大
学

受

験
生

短

大
・

高
専

・
大

学
・

大
学

院

・
専

門
学

校
生

社

会
人

(

未

就
業

含
む

)

無

回
答

1515        36.0         14.3         10.9         4.9           5.2           5.1           15.6         8.1           

10・20歳代 225          86.7         9.8           - - - 0.4           0.9           2.2           

30歳代 367          40.3         39.2         11.4         1.9           - 0.5           - 6.5           

40歳代 519          24.9         9.2           22.4         9.6           10.0         5.4           3.7           14.8         

50歳代 314          19.7         0.6           1.9           4.8           8.6           14.3         44.9         5.1           

60歳以上 86            11.6         - - 1.2           - 1.2           86.0         -

（件、％）

全体

年

代

男性

31.6%

女性

67.9%

無回答

0.5%

N=1515

10・20歳代

14.9%

30歳代

24.2%

40歳代

34.3%

50歳代

20.7%

60歳以上

5.7%

無回答

0.3%

N=1515
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【勤続年数×性別】 

  
 
【業種×性別】 

 

 
【職種×性別】 

 

 
【会社の社員規模（正社員のみ）】 

  

回
答
数

男

性

女

性

無

回
答

1515        31.6         67.9         0.5           

218          26.1         73.4         0.5           

184          31.5         67.4         1.1           

305          34.4         64.9         0.7           

424          32.5         67.5         -

378          31.7         67.5         0.8           

11～20年

21年以上

（件、％）

全体

3年未満

3～5年

6～10年

回
答
数

男

性

女

性

無

回

答

1515        31.6         67.9         0.5           

建設業 225          31.1         68.0         0.9           

製造業 389          32.6         66.6         0.8           

情報通信業 25            36.0         64.0         -

運輸業 64            35.9         62.5         1.6           

卸売・小売業 174          29.3         70.7         -

金融・保険業 49            46.9         53.1         -

医療・福祉 245          26.9         72.2         0.8           

サービス業 251          34.7         65.3         -

その他 76            25.0         75.0         -

（件、％）

全体

回
答
数

男

性

女

性

無

回
答

1515        31.6         67.9         0.5           

管理的業務 181          66.9         32.6         0.6           

事務 754          17.9         81.6         0.5           

営業 91            63.7         36.3         -

企画・調査・宣伝 23            34.8         65.2         -

サービス・販売 68            33.8         66.2         -

研究・設計・商品開発 25            52.0         48.0         -

製造技術・生産管理 87            36.8         63.2         -

情報システム 18            61.1         38.9         -

専門技術 190          26.3         72.6         1.1           

その他 55            36.4         61.8         1.8           

全体

（件、％）

1～9人

1.7%

10～29人

15.2%

30～50人

19.9%

51～100人

22.5%

101～300人

24.8%

301人以上

15.0%

無回答

0.9%

N=1515



- 37 - 

Ⅳ-2 女性活躍推進への意識について 

 
問2 あなたの会社の女性活躍の状況はどの程度（０点～１０点）だと思いますか。あてはまる位置

 に〇を付けてください。 

 

自社の女性活躍の状況については、10点満点中「5点」が15.5％で最も高く、次いで「３点」の

13.6％、「8点」の13.0％の順となっている。 

性別で比較すると、男性では「８点」、女性では「５点」が最も高く、平均では、男性が5.7点、女性は

5.４点となっている。 

なお、3段階評価でみると、業種別では医療・福祉の「高評価」が３割超と突出して高い一方、運輸業で

は「高評価」の回答がなかった。 

 

 

自社の女性活躍の状況 性別比較 

 
 

  

2.0 
2.8 

7.2 

13.6 

9.6 

15.5 

11.9 
12.8 13.0 

4.3 

6.7 

0.7 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 無回答

N=1515

％

0.6 

2.5 

5.8 

13.8 

10.0 

13.2 

11.5 

14.8 
15.4 

5.2 

6.5 

0.6 

2.6 2.9 

7.7 

13.6 

9.5 

16.5 

12.1 11.8 12.0 

3.9 

6.7 

0.7 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 無回答

男性 N=479

女性 N=1028

%

回答

者数
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 無回答 平均点

551   0.9   2.5   5.6   10.5 8.2   21.6  9.8   16.7 12.5 4.9   6.2   0.5   5.7   

1515 2.0   2.8   7.2   13.6 9.6   15.5  11.9 12.8 13.0 4.3   6.7   0.7   5.5   

男性 479   0.6   2.5   5.8   13.8 10.0 13.2  11.5 14.8 15.4 5.2   6.5   0.6   5.7   

女性 1028 2.6   2.9   7.7   13.6 9.5   16.5  12.1 11.8 12.0 3.9   6.7   0.7   5.4   

（件、％）

従業員

性

別

企業
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女性活躍の状況の評価（三段階評価） 

 
※各評価については高評価（9～10点）、中立（7～8点）、低評価（0～6点）としている。  

回答数 高評価 中立 低評価 無回答

1515        11.0         25.8         62.6         0.7           

全体 479          11.7         30.3         57.4         0.6           

10・20歳代 52            9.6           40.4         50.0         -

30歳代 147          15.0         29.3         55.8         -

40歳代 159          12.6         25.8         60.4         1.3           

50歳代 95            5.3           32.6         61.1         1.1           

60歳以上 25            16.0         32.0         52.0         -

全体 1028        10.6         23.7         65.0         0.7           

10・20歳代 173          12.7         20.8         65.9         0.6           

30歳代 220          8.2           26.4         64.5         0.9           

40歳代 357          13.4         20.2         65.5         0.8           

50歳代 214          7.5           29.4         62.6         0.5           

60歳以上 61            8.2           21.3         70.5         -

建設業 225          2.2           19.6         76.9         1.3           

製造業 389          3.9           20.6         75.3         0.3           

情報通信業 25            12.0         32.0         56.0         -

運輸業 64            - 23.4         76.6         -

卸売・小売業 174          4.6           15.5         78.7         1.1           

金融・保険業 49            4.1           28.6         65.3         2.0           

医療・福祉 245          35.9         40.8         22.4         0.8           

サービス業 251          8.0           32.7         59.0         0.4           

その他 76            28.9         21.1         50.0         -

（社、％）

性

年

代

業

種

男

性

女

性

全体
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問3 会社で女性の活躍を推進することについて、どう思いますか。あてはまるもの1つに〇を付け

 てください。 

 

職場における女性の活躍については、「どちらかというと推進するべきだ」が50.0％で最も高く、「積極

的に推進するべきだ」の34.4％と合わせ、84.4％の企業が女性活躍を推進するべきだと考えている。 

性年代別でみると、「積極的に推進するべきだ」については、男性の60歳以上では68.0％と高くなっ

ているのに対して、女性は「どちらかというと推進するべきだ」が全ての年代で高くなっている。 

 

 

 

「女性の活躍推進」について 

 

  

積極的に

推進するべきだ

34.4%

どちらかというと推

進するべきだ

50.0%

どちらかというと推

進するべきではない

2.3%

推進するべきでは

ない

0.3%

わからない

11.7%

無回答

1.3%

N=1515

回
答
数

積
極
的
に
推
進
す
る
べ
き
だ

ど
ち
ら
か
と
い
う
と
推
進
す

る
べ
き
だ

ど
ち
ら
か
と
い
う
と
推
進
す

る
べ
き
で
は
な
い

推
進
す
る
べ
き
で
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

1515        34.4         50.0         2.3           0.3           11.7         1.3           

全体 479          42.6         44.3         2.1           0.4           9.6           1.0           

10・20歳代 52            42.3         51.9         - - 5.8           -

30歳代 147          44.9         44.9         2.7           0.7           6.1           0.7           

40歳代 159          32.7         46.5         3.1           0.6           16.4         0.6           

50歳代 95            49.5         40.0         1.1           - 6.3           3.2           

60歳以上 25            68.0         24.0         - - 8.0           -

全体 1028        30.5         52.6         2.3           0.3           12.8         1.4           

10・20歳代 173          36.4         47.4         1.2           - 13.3         1.7           

30歳代 220          32.7         49.5         2.7           - 14.5         0.5           

40歳代 357          26.1         57.7         3.6           0.6           10.6         1.4           

50歳代 214          28.0         53.7         0.9           0.5           15.0         1.9           

60歳以上 61            41.0         44.3         1.6           - 11.5         1.6           

建設業 225          25.3         52.0         2.2           0.4           17.3         2.7           

製造業 389          32.6         49.4         3.3           0.3           13.9         0.5           

情報通信業 25            24.0         68.0         - - 8.0           -

運輸業 64            18.8         59.4         4.7           1.6           14.1         1.6           

卸売・小売業 174          31.6         54.0         1.1           0.6           10.3         2.3           

金融・保険業 49            30.6         57.1         2.0           - 4.1           6.1           

医療・福祉 245          49.4         39.2         1.6           - 9.4           0.4           

サービス業 251          34.7         52.6         2.0           0.4           10.0         0.4           

その他 76            46.1         46.1         1.3           - 6.6           -

業

種

（社、％）

全体

性

年

代

男

性

女

性
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問4 今の会社で働き続けたいと思いますか。あてはまるもの1つに〇を付けてください。 

 

「働き続けたい」が65.5％で最も高く、次いで「給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働

き続けたい」（24.6%）となっている。 

性年代別でみると、「働き続けたい」とする割合はすべての年代で男性の方が高くなっている。 

 

 

就業継続意欲 

 

  

65.5 

68.5 

64.1 

24.6 

22.1 

25.8 

7.9 

7.3 

8.2 

2.0 

2.1 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=1515

男性 N=479

女性 N=1028

働き続けたい

給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい

働き続けたいとは思わない

無回答

回
答
数

働
き
続
け
た
い

給
与
や
雇
用
形
態
や
勤
務
形

態

、
労
働
環
境
等
が
変
わ
れ

ば
働
き
続
け
た
い

働
き
続
け
た
い
と
は
思
わ
な

い 無
回
答

1515        65.5         24.6         7.9           2.0           

全体 479          68.5         22.1         7.3           2.1           

10・20歳代 52            53.8         30.8         15.4         -

30歳代 147          65.3         27.2         6.8           0.7           

40歳代 159          69.8         22.0         4.4           3.8           

50歳代 95            77.9         13.7         6.3           2.1           

60歳以上 25            76.0         4.0           16.0         4.0           

全体 1028        64.1         25.8         8.2           1.9           

10・20歳代 173          49.1         31.2         19.7         -

30歳代 220          58.2         33.6         5.9           2.3           

40歳代 357          69.5         24.4         4.2           2.0           

50歳代 214          72.0         19.2         6.1           2.8           

60歳以上 61            67.2         14.8         14.8         3.3           

建設業 225          74.2         16.9         5.8           3.1           

製造業 389          66.8         24.2         8.2           0.8           

情報通信業 25            68.0         20.0         12.0         -

運輸業 64            57.8         28.1         12.5         1.6           

卸売・小売業 174          60.3         31.6         6.3           1.7           

金融・保険業 49            61.2         24.5         14.3         -

医療・福祉 245          64.5         27.3         6.1           2.0           

サービス業 251          62.9         24.3         9.6           3.2           

その他 76            60.5         28.9         7.9           2.6           

業

種

（社、％）

全体

性

年

代

男

性

女

性
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（問4で「働き続けたい」と回答した方について） 

問4-1 働き続けたいと思う理由は何ですか。あてはまるものすべてに〇を付けてください。 

 

「収入を得るため」が57.7％で最も高く、次いで「転職するのが不安だから」（41.3％）、「やりがいの

ある仕事だから」（36.0％）の順となっている。 

性別でみると、男性では「やりがいのある仕事だから」が女性と比較し高くなっているが、女性では「収

入を得るため」や「転職するのは不安だから」が男性と比較し高くなっている。 

 

働き続けたい理由 

 
  

収入を得るため

転職するのは不安だから

やりがいのある仕事だから

収入や労働環境に満足しているから

資格や経験を活かしたいから

仕事が楽しいから

他にやりたい仕事がないから

その他

無回答

57.7

41.3

36.0

29.8

21.0

19.2

15.7 

2.7 

0.1 

52.7

37.8

42.7

26.5

23.2

18.9

14.9 

2.1 

0.0 

60.2

42.8

32.8

31.6

20.0

19.6

15.8 

3.0 

0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体

N=993

男性

N=328

女性

N=659

回
答
者
数

収
入
を
得
る
た
め

転
職
す
る
の
は
不
安
だ

か
ら

や
り
が
い
の
あ
る
仕
事

だ
か
ら

収
入
や
労
働
環
境
に
満

足
し
て
い
る
か
ら

資
格
や
経
験
を
活
か
し

た
い
か
ら

仕
事
が
楽
し
い
か
ら

他
に
や
り
た
い
仕
事
が

な
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

993    57.7      41.3      36.0      29.8      21.0      19.2      15.7      2.7       0.1       

全体 328    52.7      37.8      42.7      26.5      23.2      18.9      14.9      2.1       -

10・20歳代 28      57.1      39.3      53.6      32.1      14.3      7.1       25.0      - -

30歳代 96      51.0      45.8      37.5      35.4      19.8      25.0      15.6      3.1       -

40歳代 111    45.9      38.7      44.1      23.4      19.8      16.2      15.3      0.9       -

50歳代 74      64.9      29.7      44.6      21.6      32.4      21.6      12.2      1.4       -

60歳代 19      47.4      21.1      36.8      10.5      36.8      10.5      5.3       10.5      -

全体 659    60.2      42.8      32.8      31.6      20.0      19.6      15.8      3.0       0.2       

10・20歳代 85      50.6      41.2      45.9      37.6      24.7      27.1      21.2      - -

30歳代 128    57.8      50.8      27.3      42.2      17.2      21.1      19.5      3.1       -

40歳代 248    63.3      39.5      32.3      29.0      19.4      17.7      13.3      3.6       -

50歳代 154    63.6      44.8      31.2      22.1      22.7      18.8      14.3      2.6       -

60歳代 41      56.1      31.7      31.7      34.1      12.2      14.6      14.6      7.3       2.4       

167    57.5      37.7      34.1      37.7      19.8      23.4      13.8      3.0       -

260    61.2      46.5      28.8      27.7      14.6      16.2      14.6      2.7       -

17      64.7      29.4      29.4      47.1      17.6      29.4      - 5.9       -

37      48.6      35.1      29.7      27.0      8.1       24.3      13.5      2.7       -

105    55.2      57.1      35.2      31.4      11.4      20.0      22.9      1.0       -

30      66.7      43.3      30.0      26.7      6.7       - 30.0      - -

158    54.4      38.6      48.7      26.6      51.3      20.3      13.9      3.8       -

158    56.3      35.4      36.7      25.9      10.8      16.5      17.7      3.8       0.6       

46      63.0      30.4      47.8      32.6      37.0      28.3      13.0      - -

（社、％）

全体

女
性

性
年
代

男
性

業
種

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

建設業

製造業

医療・福祉

サービス業

その他
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問5 あなたは管理職になりたいと思いますか。あてはまるもの１つに〇を付けてください。 

 

性別でみると、男性は「なりたい（又はすでに管理職である）」（41.8％）と「どちらかといえばなりた

い」（17.1％）の合計が58.9％となっているのに対し、女性は「どちらかといえばなりたくない」

（31.9％）と「なりたくない」（31.9％）の合計が63.8％となっている。 

性年代別でみると、男性40歳代以上から「どちらかといえばなりたい」が低くなり、「なりたい（又は

すでに管理職である）」が高くなっている。 

 

 

管理職志向 

 

  

20.7

41.8

11.1

11.9

17.1

9.4

27.9

19.2

31.9

25.2

10.2

31.9

9.9

7.1

11.3

4.4

4.6

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=1515

男性 N=479

女性 N=1028

なりたい( 又はすでに管理職である) どちらかといえばなりたい

どちらかといえばなりたくない なりたくない

わからない 無回答

回

答

者

数

な

り

た

い

（

又

は

す

で

に

管

理

職

で

あ

る

）

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

な

り

た

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

な

り

た

く

な

い

な

り

た

く

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

1515        20.7 11.9 27.9 25.2 9.9 4.4

全体 479          41.8 17.1 19.2 10.2 7.1 4.6

10・20歳代 52            21.2 28.8 30.8 7.7 9.6 1.9

30歳代 147          29.3 29.9 21.8 11.6 5.4 2.0

40歳代 159          49.1 9.4 17.0 11.9 8.8 3.8

50歳代 95            57.9 6.3 11.6 7.4 5.3 11.6

60歳代 25            52.0 8.0 20.0 8.0 8.0 4.0

全体 1028        11.1 9.4 31.9 31.9 11.3 4.4

10・20歳代 173          3.5 12.7 24.9 38.2 17.3 3.5

30歳代 220          5.5 7.7 38.2 30.9 13.6 4.1

40歳代 357          13.4 10.9 34.5 29.1 8.4 3.6

50歳代 214          18.2 7.5 28.5 30.4 10.3 5.1

60歳代 61            14.8 4.9 26.2 41.0 6.6 6.6

建設業 225          17.8 13.3 31.1 24.0 11.1 2.7

製造業 389          19.5 9.0 29.0 29.8 7.5 5.1

情報通信業 25            16.0 24.0 28.0 12.0 20.0 -

運輸業 64            25.0 10.9 29.7 25.0 6.3 3.1

卸売・小売業 174          23.6 12.6 28.2 27.6 5.2 2.9

金融・保険業 49            28.6 16.3 22.4 18.4 8.2 6.1

医療・福祉 245          21.2 9.8 24.1 23.3 15.1 6.5

サービス業 251          22.3 13.9 26.3 23.5 8.8 5.2

その他 76            14.5 15.8 31.6 22.4 14.5 1.3

業

種

別

（社、％）

性

年

代

全体

男

性

女

性
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（問5で管理職に「なりたくない」または「どちらかといえばなりたくない」と回答した方について） 

問5-1 管理職になりたくない理由は何ですか。あてはまるものすべてに〇を付けてください。 

 

「責任が重くなるのが嫌だから」が57.3％で最も高く、次いで「自分の能力に自信がないから」

（48.6％）、「仕事と家庭の両立が困難だから」（35.4％）の順となっている。 

性別でみると、特に「仕事と家庭の両立が困難だから」で男女の差が大きくなっている。 

性年代別でみると、「自分の能力に自信がないから」について、男性の40歳代以上からは女性の40歳

代以上と比較して低くなっている。 

 

管理職になりたくない理由 

  

責任が重くなるのが嫌だから

自分の能力に自信がないから

仕事と家庭の両立が困難だから

時間外労働が増えるから

メリットがないから

今のままで不満はないから

周囲に女性の役職者がおらず、管理職の
イメージが湧かないから

いつまでもこの会社で働き続けるつもりが
ないから

同僚からねたまれるのが嫌だから

転勤があるから

その他

無回答

57.3

48.6

35.4

32.8

25.5

19.0

13.7

11.9

4.2

4.0

1.2

0.1

58.9

41.8

14.9

31.9

19.1

25.5

0.0

17.7

2.8

1.4

1.4

0.0

57.0

49.7

39.5

33.1

27.0

17.8

16.8

10.8

4.4

4.6

1.2

0.2

0% 20% 40% 60% 80%

全体 N=804

男性 N=141

女性 N=656

回
答
者
数

責
任
が
重
く
な
る
の
が
嫌
だ

か
ら

自
分
の
能
力
に
自
信
が
な
い

か
ら

仕
事
と
家
庭
の
両
立
が
困
難

だ
か
ら

時
間
外
労
働
が
増
え
る
か
ら

今
の
ま
ま
で
不
満
は
な
い
か

ら メ
リ

ッ
ト
が
な
い
か
ら

周
囲
に
女
性
の
役
職
者
が
お

ら
ず

、
管
理
職
の
イ
メ
ー

ジ

が
湧
か
な
い
か
ら

い
つ
ま
で
も
こ
の
会
社
で
働

き
続
け
る
つ
も
り
が
な
い
か

ら 同
僚
か
ら
ね
た
ま
れ
る
の
が

嫌
だ
か
ら

転
勤
が
あ
る
か
ら

そ
の
他

無
回
答

804     57.3 48.6 35.4 32.8 25.5 19.0 13.7 11.9 4.0 1.2 4.2 0.1

全体 141     58.9 41.8 14.9 31.9 19.1 25.5 - 17.7 1.4 1.4 2.8 -

10・20歳代 20       60.0 65.0 20.0 35.0 45.0 20.0 - 40.0 5.0 - - -

30歳代 49       59.2 51.0 16.3 32.7 18.4 30.6 - 12.2 - 2.0 2.0 -

40歳代 46       58.7 30.4 10.9 30.4 15.2 21.7 - 13.0 - 2.2 4.3 -

50歳代 18       55.6 33.3 16.7 27.8 11.1 27.8 - 16.7 5.6 - 5.6 -

60歳代 7         57.1 - 14.3 42.9 - 28.6 - 28.6 - - - -

全体 656     57.0 49.7 39.5 33.1 27.0 17.8 16.8 10.8 4.6 1.2 4.4 0.2

10・20歳代 109     67.9 53.2 30.3 42.2 26.6 12.8 15.6 22.9 1.8 2.8 2.8 -

30歳代 152     57.9 51.3 52.0 30.3 24.3 15.8 21.1 13.8 3.3 2.0 2.6 0.7

40歳代 227     54.6 48.5 44.9 33.9 26.4 20.7 13.7 3.5 5.3 0.4 5.3 -

50歳代 126     55.6 46.0 27.0 29.4 27.8 21.4 16.7 7.1 5.6 0.8 4.8 -

60歳代 41       41.5 51.2 24.4 26.8 39.0 12.2 22.0 19.5 9.8 - 9.8 -

建設業 124     50.8 42.7 31.5 23.4 29.8 19.4 19.4 9.7 3.2 - 4.0 -

製造業 229     58.1 52.8 37.6 33.6 23.1 17.5 16.2 8.7 3.9 1.3 2.6 -

情報通信業 10       50.0 50.0 50.0 30.0 40.0 - 10.0 30.0 10.0 - - -

運輸業 35       51.4 42.9 31.4 34.3 28.6 25.7 20.0 14.3 11.4 - 2.9 -

卸売・小売業 97       60.8 44.3 41.2 43.3 24.7 21.6 21.6 8.2 3.1 4.1 5.2 -

金融・保険業 20       60.0 60.0 35.0 35.0 25.0 20.0 5.0 10.0 - - 10.0 -

医療・福祉 116     63.8 51.7 30.2 34.5 23.3 19.0 2.6 17.2 5.2 - 6.9 -

サービス業 125     48.8 49.6 31.2 31.2 24.8 21.6 10.4 16.0 3.2 1.6 4.0 0.8

その他 41       75.6 41.5 46.3 31.7 29.3 14.6 7.3 12.2 2.4 2.4 4.9 -

業
種

（社、％）

全体

性
年
代

男
性

女
性
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問6 あなたは、女性が管理職に就く際に障害となるものは何だと思いますか。あてはまるものに３

 つまで〇を付けてください。 

 

「育児・介護・家事などにおける家族の支援が十分でない」が45.1％で最も高く、次いで「育児・介

護・家事などにおける公的・私的サービスが十分ではない」（35.2％）、「長時間労働の改善など働き方改革

が十分でない」（34.8％）の順となっている。 

企業調査でも回答率が高かった「本人の昇進意欲」については、従業員調査では「女性自身が管理職にな

ることを希望しない」が男性において42.6％と高い一方、女性においては28.4％であり、女性と企業や

男性との認識には差異があることがわかる。 

 

 

女性管理職登用（就任）の課題 

  

育児・介護・家事などにおける家族の支援

が十分でない

育児・介護・家事などにおける公的・私的

サービスが十分ではない

長時間労働の改善など働き方改革が十分

でない

女性自身が管理職になることを希望しない

必要な知識・経験・判断力を有する女性が

少ない

上司・同僚・部下・顧客が女性リーダーを

希望しない

女性の家族・親類が管理職就任を望んで

いない

その他

無回答

45.1

35.2

34.8

32.9

24.7

18.0

8.8

3.9

7.4

40.3

35.3

34.9

42.6

28.4

12.3

10.0

5.4

4.0

47.2

35.2

34.8

28.4

23.1

20.6

8.1

3.1

9.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

全体 N=1515

男性 N=479

女性 N=1028

回
答
者
数

育
児
・
介
護
・
家
事
な
ど
に

お
け
る
家
族
の
支
援
が
十
分

で
な
い

育
児
・
介
護
・
家
事
な
ど
に

お
け
る
公
的
・
私
的
サ
ー

ビ

ス
が
十
分
で
は
な
い

長
時
間
労
働
の
改
善
な
ど
働

き
方
改
革
が
十
分
で
な
い

女
性
自
身
が
管
理
職
に
な
る

こ
と
を
希
望
し
な
い

必
要
な
知
識
・
経
験
・
判
断

力
を
有
す
る
女
性
が
少
な
い

上
司
・
同
僚
・
部
下
・
顧
客

が
女
性
リ
ー

ダ
ー

を
希
望
し

な
い

女
性
の
家
族
・
親
類
が
管
理

職
就
任
を
望
ん
で
い
な
い

そ
の
他

無
回
答

1515    45.1 35.2 34.8 32.9 24.7 18.0 8.8 3.9 7.4

全体 479     40.3 35.3 34.9 42.6 28.4 12.3 10.0 5.4 4.0

10・20歳代 52       46.2 26.9 40.4 42.3 17.3 11.5 11.5 3.8 3.8

30歳代 147     32.0 38.8 32.7 47.6 29.3 16.3 8.8 9.5 2.0

40歳代 159     45.3 37.1 37.7 37.1 27.0 12.6 9.4 3.1 5.0

50歳代 95       46.3 35.8 32.6 43.2 33.7 6.3 11.6 4.2 5.3

60歳代 25       24.0 20.0 28.0 48.0 32.0 8.0 12.0 4.0 4.0

全体 1028    47.2 35.2 34.8 28.4 23.1 20.6 8.1 3.1 9.0

10・20歳代 173     58.4 49.7 40.5 26.0 12.1 16.2 7.5 0.6 8.7

30歳代 220     47.7 45.9 40.0 27.7 19.1 18.2 10.0 3.2 9.5

40歳代 357     45.7 28.3 33.1 30.5 26.1 21.0 7.3 3.6 7.6

50歳代 214     41.6 28.0 28.5 28.5 27.6 26.2 7.5 4.7 9.3

60歳代 61       41.0 23.0 34.4 23.0 32.8 21.3 8.2 1.6 16.4

建設業 225     43.6 30.7 27.1 29.8 26.2 26.7 10.2 4.4 7.1

製造業 389     39.3 31.6 32.6 42.9 24.7 19.8 8.0 3.6 8.2

情報通信業 25       56.0 40.0 48.0 40.0 20.0 8.0 12.0 8.0 -

運輸業 64       40.6 28.1 32.8 34.4 35.9 23.4 6.3 1.6 7.8

卸売・小売業 174     44.3 44.3 43.1 28.2 25.3 20.1 6.9 4.6 6.9

金融・保険業 49       44.9 30.6 32.7 61.2 42.9 10.2 10.2 2.0 4.1

医療・福祉 245     50.2 35.1 39.6 22.4 20.8 7.3 9.0 4.1 9.8

サービス業 251     43.4 40.2 31.9 28.3 24.7 19.5 9.2 4.4 6.8

その他 76       63.2 38.2 42.1 28.9 14.5 11.8 11.8 2.6 3.9

業
種

（社、％）

全体

性
年
代

男
性

女
性
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Ⅳ-3 あなたの会社の状況について 

 
問7 あなたの会社における女性活躍の状況はどうですか。それぞれの項目について、あてはまるも

の1つに〇を付けてください。 

 

 自社の女性活躍の状況について、「そう思う」と回答した者の割合をみると、「長時間労働や長時間残業の

削減が進んでいる」が50.5％で最も高く、次いで「女性の業務範囲が拡大している」が47.5％、「女子ト

イレ・更衣室等、職場環境の改善が進んでいる」が45.9％の順となっている。 

 

 
  

長時間労働や長時間残業の削減が進んで

いる

女性の業務範囲が拡大している

女子トイレ・更衣室等、職場環境の改善が

進んでいる

結婚・出産を機に退職する女性が減っている

採用者に占める女性の割合が大きくなってい

る

性別に関わりなく能力を発揮できる環境が

整っている

女性の応募者が増えている

マタハラ・セクハラ対策が進んでいる

研修の充実等により、女性のキャリア形成が

進んでいる

フレックスタイムやテレワーク等、柔軟な働き方

ができるようになっている

女性の経営層・管理職が増えている

男性の育児休業や看護休暇等の取得が増

えている

管理職を目指す女性が増えている

50.5

47.5

45.9

44.0

39.3

35.3

34.1

32.5

28.1

24.1

24.0

17.0

5.9

32.1

35.4

31.2

32.7

42.4

39.4

38.9

34.2

49.6

62.0

60.1

65.6

64.1

16.6

16.4

22.0

22.4

17.6

24.5

26.1

32.7

21.2

13.1

15.1

16.6

29.3

0.8

0.7

0.9

0.9

0.7

0.8

0.9

0.7

1.1

0.8

0.8

0.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う そうは思わない わからない 無回答
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女性活躍の状況 

 
自社の女性活躍の状況について、「そう思う」と回答した者の割合を自社企業の評価別にみると、「女性の

業務範囲が拡大している」や「採用者に占める女性の割合が大きくなっている」、「性別に関わりなく能力を

発揮できる環境が整っている」、「女性の応募者が増えている」、「研修の充実等により、女性のキャリア形成

が進んでいる」、「女性の経営層・管理職が増えている」については、評価との強い相関関係が読み取れる。 

反面、「マタハラ・セクハラ対策が進んでいる」や「フレックスタイムやテレワーク等、柔軟な働き方が

できるようになっている」、「男性の育児休業や看護休暇等の取得が増えている」については、評価との相関

関係は読み取れない。 

女性活躍の状況×女性活躍の状況の評価 

 

※各評価については高評価（9～10点）、中立（7～8点）、低評価（0～6点）としている。 

  

そう思う
そうは

思わない
わからない 無回答

全体 50.5 32.1 16.6 0.8

男性 57.4 29.9 11.9 0.8

女性 47.2 33.5 18.6 0.8

全体 47.5 35.4 16.4 0.7

男性 47.6 38.8 12.7 0.8

女性 47.4 33.9 18.1 0.7

全体 45.9 31.2 22.0 0.9

男性 47.4 25.3 26.5 0.8

女性 45.0 33.9 20.1 1.0

全体 44.0 32.7 22.4 0.9

男性 42.0 31.5 25.7 0.8

女性 45.0 33.2 20.8 1.0

全体 39.3 42.4 17.6 0.7

男性 42.4 42.4 14.4 0.8

女性 37.9 42.3 19.1 0.7

全体 35.3 39.4 24.5 0.8

男性 38.0 35.3 25.5 1.3

女性 34.0 41.4 23.9 0.6

全体 34.1 38.9 26.1 0.9

男性 36.7 38.0 24.4 0.8

女性 32.9 39.3 26.9 0.9

全体 32.5 34.2 32.7 0.7

男性 39.9 26.7 32.6 0.8

女性 29.3 37.5 32.7 0.6

全体 28.1 49.6 21.2 1.1

男性 30.1 50.5 18.2 1.3

女性 27.1 49.1 22.7 1.1

全体 24.1 62.0 13.1 0.8

男性 28.4 58.5 12.1 1.0

女性 22.2 63.5 13.6 0.7

全体 24.0 60.1 15.1 0.8

男性 25.7 59.9 13.6 0.8

女性 23.1 60.2 16.0 0.8

全体 17.0 65.6 16.6 0.8

男性 18.8 67.6 12.7 0.8

女性 16.1 64.7 18.5 0.8

全体 5.9 64.1 29.3 0.7

男性 5.4 66.8 26.7 1.0

女性 6.1 62.8 30.5 0.5

女子トイレ・更衣室等、職場環境の
改善が進んでいる

長時間労働や長時間残業の削減が
進んでいる

フレックスタイムやテレワーク等、柔
軟な働き方ができるようになっている

女性の経営層・管理職が増えている

管理職を目指す女性が増えている

性別に関わりなく能力を発揮できる
環境が整っている

マタハラ・セクハラ対策が進んでいる

男性の育児休業や看護休暇等の
取得が増えている

女性の応募者が増えている

採用者に占める女性の割合が大きく
なっている

女性の業務範囲が拡大している

研修の充実等により、女性のキャリ
ア形成が進んでいる

結婚・出産を機に退職する女性が
減っている

回
答

者

数

長
時

間

労

働
や

長

時

間
残

業

の
削

減

が

進
ん

で

い

る

女
性

の

業

務
範

囲

が

拡
大

し

て
い

る

女
子

ト

イ

レ
・

更

衣

室
等

、

職
場

環

境

の
改

善

が

進
ん

で

い
る

結
婚

・

出

産
を

機

に

退
職

す

る
女

性

が

減

っ
て

い

る

採
用

者

に

占
め

る

女

性
の

割

合
が

大

き

く
な

っ
て

い
る

性
別

に

関

わ
り

な

く

能
力

を

発
揮

で

き

る
環

境

が

整

っ
て

い
る

女
性

の

応

募
者

が

増

え
て

い

る マ
タ

ハ

ラ

・
セ

ク

ハ

ラ
対

策

が
進

ん

で

い
る

研
修

の

充

実
等

に

よ

り

、
女

性
の

キ

ャ
リ
ア

形

成

が
進

ん

で
い

る

フ

レ

ッ
ク

ス

タ

イ

ム

や

テ

レ

ワ
ー

ク

等

、
柔

軟

な

働

き

方

が

で

き

る

よ

う

に

な

っ
て

い

る

女
性

の

経

営
層

・

管

理
職

が

増
え

て

い

る

男
性

の

育

児
休

業

や

看
護

休

暇
等

の

取

得
が

増

え

て
い

る

管
理

職

を

目
指

す

女

性
が

増

え
て

い

る

1515    50.5 47.5 45.9 44.0 39.3 35.3 34.1 32.5 28.1 24.1 24.0 17.0 5.9

高評価 166     52.4 71.1 53.6 47.0 69.9 73.5 53.0 34.9 62.7 19.3 48.8 16.3 15.7

中立 391     50.9 64.5 50.6 44.0 55.2 55.2 48.3 38.6 43.0 28.4 40.4 19.9 8.7

低評価 948     49.9 36.4 42.7 43.2 27.4 20.6 25.1 29.6 16.0 23.2 13.0 16.0 3.1

（社、％）

全体

評
価
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問8 女性活躍推進のため、あなたの会社に特に進めてほしいと思う取組みはどれですか。あてはま

るものに３つまで〇を付けてください。 

 

 「育児・介護休業や育児短時間勤務制度の充実等、仕事と家庭を両立しやすい環境の整備」が38.3％で

最も高く、次いで「フレックスタイムやテレワーク等、多様な働き方の推進」（23.9％）、「性別に捉われな

い人事管理制度、評価制度の導入」（20.9％）の順となっている。 

性別でみると、「女性の応募や女性従業員の採用を増やす取組み」は男性の割合が高くなっており、「時間

単位での有給休暇の取得促進など休暇制度の柔軟な運用」は女性の割合が高くなっている。 

 

 
  

育児・介護休業や育児短時間勤務制度の

充実等、仕事と家庭を両立しやすい環境

の整備

フレックスタイムやテレワーク等、多様な

働き方の推進

性別に捉われない人事管理制度、評価制

度の導入

時間単位での有給休暇の取得促進など

休暇制度の柔軟な運用

研修の実施など女性のキャリア形成のた

めの取組み

有給休暇の取得促進

長時間労働是正のための取組み

積極的な女性管理職の登用や管理職候

補となる女性の育成

女性の応募や女性従業員の採用を増や

す取組み

管理職や男性に対する意識啓発等の取

組み

男性の育児休業取得促進のための取組

み

会社トップが女性活躍推進に向けた計画

を策定し、対内外的に公表・明示化

マタハラ・セクハラ対策の実施や女子トイ

レ・更衣室等、職場環境の整備

女性が少ない部署・職種への女性の配置

その他

無回答

38.3

23.9

20.9

18.9

18.8

17.8

17.5

15.2

15.0

12.4

12.3

10.6

9.0

8.6

1.6

4.2

38.0

20.5

22.5

11.9

19.8

14.4

21.9

19.6

22.1

10.9

18.0

14.4

5.2

13.6

0.4

2.5

38.5

25.6

20.2

22.2

18.4

19.4

15.6

13.1

11.8

13.0

9.6

8.8

10.9

6.2

2.0

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

全体 N=1515

男性 N=479

女性 N=1028
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会社に進めてほしい取組み 

 
  

回
答
者
数

育
児
・
介
護
休
業
や
育
児
短
時
間
勤
務

制
度
の
充
実
等

、
仕
事
と
家
庭
を
両
立

し
や
す
い
環
境
の
整
備

フ
レ

ッ
ク
ス
タ
イ
ム
や
テ
レ
ワ
ー

ク

等

、
多
様
な
働
き
方
の
推
進

性
別
に
捉
わ
れ
な
い
人
事
管
理
制
度

、

評
価
制
度
の
導
入

時
間
単
位
で
の
有
給
休
暇
の
取
得
促
進

な
ど
休
暇
制
度
の
柔
軟
な
運
用

研
修
の
実
施
な
ど
女
性
の
キ

ャ
リ
ア
形

成
の
た
め
の
取
組
み

有
給
休
暇
の
取
得
促
進

長
時
間
労
働
是
正
の
た
め
の
取
組
み

積
極
的
な
女
性
管
理
職
の
登
用
や
管
理

職
候
補
と
な
る
女
性
の
育
成

女
性
の
応
募
や
女
性
従
業
員
の
採
用
を

増
や
す
取
組
み

管
理
職
や
男
性
に
対
す
る
意
識
啓
発
等

の
取
組
み

男
性
の
育
児
休
業
取
得
促
進
の
た
め
の

取
組
み

会
社
ト

ッ
プ
が
女
性
活
躍
推
進
に
向
け

た
計
画
を
策
定
し

、
対
内
外
的
に
公

表
・
明
示
化

マ
タ
ハ
ラ
・
セ
ク
ハ
ラ
対
策
の
実
施
や

女
子
ト
イ
レ
・
更
衣
室
等

、
職
場
環
境

の
整
備

女
性
が
少
な
い
部
署
・
職
種
へ
の
女
性

の
配
置

そ
の
他

無
回
答

1515    38.3 23.9 20.9 18.9 18.8 17.8 17.5 15.2 15.0 12.4 12.3 10.6 9.0 8.6 1.6 4.2

全体 479     38.0 20.5 22.5 11.9 19.8 14.4 21.9 19.6 22.1 10.9 18.0 14.4 5.2 13.6 0.4 2.5

10・20歳代 52       44.2 13.5 19.2 5.8 15.4 19.2 25.0 13.5 28.8 11.5 30.8 11.5 1.9 15.4 1.9 1.9

30歳代 147     34.0 23.1 23.1 17.0 15.6 20.4 21.1 18.4 21.1 8.2 20.4 14.3 4.8 15.6 - 2.7

40歳代 159     43.4 23.9 25.2 12.6 19.5 9.4 22.0 18.9 19.5 10.7 15.1 13.2 6.3 9.4 0.6 3.8

50歳代 95       37.9 14.7 23.2 6.3 24.2 8.4 22.1 24.2 24.2 11.6 15.8 18.9 4.2 14.7 - 1.1

60歳代 25       16.0 16.0 8.0 12.0 40.0 20.0 20.0 28.0 24.0 24.0 4.0 12.0 8.0 20.0 - -

全体 1028    38.5 25.6 20.2 22.2 18.4 19.4 15.6 13.1 11.8 13.0 9.6 8.8 10.9 6.2 2.0 4.9

10・20歳代 173     43.9 39.3 15.0 17.9 9.8 22.0 20.8 9.2 12.1 5.8 13.9 9.8 8.7 8.7 - 4.0

30歳代 220     50.9 27.3 17.7 25.9 18.2 17.7 14.1 13.2 13.6 15.5 16.4 6.4 8.2 7.7 1.4 1.8

40歳代 357     35.6 23.0 21.6 24.4 18.8 18.2 16.8 13.7 10.1 15.4 6.2 7.3 11.5 5.0 3.1 5.9

50歳代 214     31.8 19.2 25.2 18.2 21.5 20.1 13.1 14.0 12.1 14.0 4.7 9.8 13.1 3.3 2.3 7.0

60歳代 61       21.3 18.0 18.0 23.0 27.9 23.0 8.2 14.8 11.5 8.2 11.5 18.0 16.4 9.8 3.3 4.9

建設業 225     34.2 24.4 20.0 12.0 14.7 14.7 14.2 10.7 26.2 16.0 8.0 11.1 10.2 10.2 2.2 4.4

製造業 389     37.5 21.9 23.7 19.0 19.0 13.6 15.9 20.1 15.4 14.1 13.9 12.3 8.5 11.1 0.8 3.6

情報通信業 25       44.0 40.0 20.0 20.0 12.0 12.0 28.0 24.0 12.0 4.0 8.0 16.0 4.0 20.0 - -

運輸業 64       26.6 26.6 21.9 18.8 15.6 14.1 17.2 15.6 15.6 18.8 6.3 6.3 7.8 10.9 4.7 6.3

卸売・小売業 174     40.8 27.0 19.5 21.8 20.1 19.0 19.5 14.9 10.3 13.2 17.8 8.0 8.6 9.8 1.7 4.0

金融・保険業 49       55.1 34.7 18.4 20.4 22.4 16.3 16.3 22.4 8.2 6.1 18.4 12.2 4.1 14.3 - 2.0

医療・福祉 245     39.6 19.2 15.1 22.4 22.4 24.5 18.4 11.8 9.0 6.1 11.8 11.8 11.0 2.0 1.6 5.3

サービス業 251     36.7 25.1 26.7 20.7 18.3 17.9 18.3 13.9 15.5 12.7 10.0 9.6 9.6 7.2 1.6 4.8

その他 76       51.3 21.1 11.8 13.2 22.4 30.3 22.4 7.9 15.8 9.2 15.8 5.3 6.6 6.6 2.6 1.3

業
種

（社、％）

全体

性
年
代

男
性

女
性
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問9 問8以外で、その他働き方の見直しなど、あなたの会社への要望事項があれば記入してくださ

い。 

 

【主な要望】※表現は一部修正しています。 

 

県外異動への考え方。評価制度の見直し。（サービス業、30歳代男性） 

自分の責任で出来る事や資格等をふまえ勤務をしている。能力ややる気があれば自分から発して会社に話

をし、希望をかなえてもらっている。満足している。（医療・福祉、50歳代女性） 

不妊不育症治療のため休みを取りやすくしてほしい。（医療・福祉、30歳代女性） 

女性管理職の企業別調査を行い、全くいない企業に対しては聴き取り調査をして頂きたい。力のある女性

が活躍する機会が奪われていると感じています。（サービス業、30歳代男性） 

男性だけの考えを押しつけないでほしい。女性社員の声がトップまで届かない（管理職に男性しかいない

からなのか）。ファシリテーターのような人材が必要と感じる。コーチングの導入が必要と感じる。（建設

業、30歳代女性） 

女性の応募者が少ないので活躍の場もなし。（建設業、50歳代男性） 

女性の活躍＝女性管理職の増加ではない。周りの理解と協力を得ながら、長く勤めることがキャリア形成

につながるのでは？キャリアが無いと意欲が有っても管理職にはなれない。（運輸業、50歳代女性） 

とにかく時代錯誤で昭和から抜け出せていない。時代に合った体質に変えてほしい。（建設業、50歳代

女性） 

技術・スキルアップの機会を平等に提示して欲しい。（製造業、30歳代女性） 

管理職になると時間無制限で休日も返上して働くイメージが強く（実際にそんな感じだが・・・）若い女

性には勧める事ができない。家事をするのは女性という風潮は払拭できないが仕事ばかりを女性推進され

ても……困る。（卸売・小売業、40歳代女性） 

入社してから一度も個別面談等がない。改善、改良をしたい時は自分から提案するしかない。賞与の評価

は部下の仕事内容も把握していないのにどうしているのか疑問に思う。（建設業、40歳代女性） 

男女共用のトイレや、健康診断は抵抗があります。事務は評価されにくく、長年勤めても給料があがらな

いところに不安を感じます。（卸売・小売業、10・20歳代女性） 

社員教育は会社を大きくする為に大切な事だと思います。同時に女性への活躍推進に向けた教育を推進し

て欲しい。それが生きがいにもつながっていくのだと思います。（卸売・小売業、50歳代女性） 

「女性だから」と見下すお客様へのきぜんとした対応。役職者になるメリット強化（現在、役職者をみて

「こうなりたい」と思えない）。（卸売・小売業、10・20歳代女性） 

「理解ある」ふりは得意だが、根底は理解ない上司が多い。子どもの発熱対応や時短勤務についてもやは

り母親がとることが多いが、そういう幼児を持つ女性社員が部署にいると迷惑……という空気を感じる

（実際休めているのだが、空気が問題）。「休ませている」と上司はいうだろうが、ここは休みをとる本人

がどう感じるか、そこだ。（情報通信業、40歳代女性） 

制度ばかりが先行し、そのため現場が合せるのにとても労力をつかう。進め方を考えお互いが納得した進

め方にしてほしい。（卸売・小売業、30歳代男性） 

国・都道府県、自治体、地元企業が協力して託児所を充実させ、子育て世代の負担を削減する。（製造

業、30歳代男性） 

中小企業なので、コロナや災害（大雪や大雨）時におけるテレワークや交替勤務ができない。トップがも

う少ししっかり采配して欲しい。（建設業、40歳代女性） 

男性の家事参加に対する意識の啓発。（製造業、10・20歳代女性） 

現場を経験した女性社員は見積や客先からの要望がわかりやすいので結婚等で退職を希望された際に復職

優遇の案内をすれば良いと思う。（建設業、40歳代男性） 

育休復帰後に役職を外された。以前と変わらず働きたかったのに、“子どもができたから”という理由で

偏見され嫌な思いをした。働きやすい環境にしてくれているのだとは思うが、当本人のやる気とズレが生

じているので、偏見はやめてほしい。やる気を失くした。（卸売・小売業、30歳代女性） 

若い特定の女性だけの育成となっているので、全社員に育成とチャンスを与えてほしい。（製造業、40

歳代女性） 

育児休業はとれているが、残ったスタッフのフォローができていないので休みにくいと感じる。企業トッ

プが現場の状態を知る事が大切だと思う。（医療・福祉、40歳代女性）  
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問10 男性が育児休業を取得するにあたって、課題又は課題になりそうなことは何だと思います

か。あてはまるものに3つまで〇を付けてください。 

 

従業員調査では「代替要員の確保が困難」が54.0％と最も高く、次いで「男性自身に育児休業を取る意

識がない」（46.0％）、「前例がいない（モデルが少ない）」（38.0％）の順となっており、企業調査でも同

様の傾向となっている。 

性別でみると、女性においては「上司・同僚等の理解が不十分」と「『育児は女性がやるもの』などの固

定的な意識」が男性と比較して高くなっている。 

 

男性の育児休業取得の課題 

  

代替要員の確保が困難

男性自身に育児休業を取る意識がない

前例がいない（モデルが少ない）

社会全体の認識が不十分

上司・同僚等の理解が不十分

「育児は女性がやるもの」などの固定的な
意識

休業中の育児休業給付金等の補償が不十
分

キャリア形成において不利になる懸念を払
しょくできない

ハラスメントに対する不安がある

その他

無回答

54.0

46.0

38.0

29.1

26.1

22.8

15.5

11.9

3.3

1.2

3.5

58.9

50.5

38.0

30.9

23.4

12.3

21.5

13.4

4.2

2.3

2.9

51.8

43.9

38.1

28.4

27.2

27.7

12.7

11.2

2.9

0.7

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

従業員

N=1515

男性

N=479

女性

N=1028

回
答
数

代
替
要
員
の
確
保

が
困
難

男
性
自
身
に
育
児
休
業

を
取
る
意
識
が
な
い

前
例
が
い
な
い

（
モ
デ
ル
が
少
な
い

）

社
会
全
体
の
認
識
が

不
十
分

上
司
・
同
僚
等
の
理
解

が
不
十
分

休
業
中
の
育
児
休
業
給

付
金
等
の
補
償
が
不
十

分 「
育
児
は
女
性
が
や
る

も
の

」
な
ど
の
固
定
的

な
意
識

キ

ャ
リ
ア
形
成
に
お
い

て
不
利
に
な
る
懸
念
を

払
し

ょ
く
で
き
な
い

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
対
す

る
不
安
が
あ
る

そ
の
他

無
回
答

551 59.7 51.4 36.3 24.1 16.3 14.5 10.0 5.1 1.5 2.9 3.4

1515 54.0 46.0 38.0 29.1 26.1 15.5 22.8 11.9 3.3 1.2 3.5

男性 479 58.9 50.5 38.0 30.9 23.4 21.5 12.3 13.4 4.2 2.3 2.9

女性 1028 51.8 43.9 38.1 28.4 27.2 12.7 27.7 11.2 2.9 0.7 3.8

従業員

性
別

（社、％）

企業
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Ⅳ-4 女性活躍を推進するうえでの課題について 

 
問11 女性活躍を推進するうえで、どのよう課題があると思いますか。あてはまるものすべてに〇を

付けてください。 

 

 従業員調査では「男性と比べ、女性は家庭の負担が重い」が65.9％と最も高く、次いで「育児休業や短

時間勤務制度を取得する従業員をカバーする人的余裕がない」（44.6％）、「時間外労働、深夜勤務をさせに

くい」（26.3％）の順となっている。 

性別でみると、「時間外労働、深夜勤務をさせにくい」、「重量物や危険有害業務など法規制により女性が

従事できない業務がある」は男性の割合が高くなっており、「男性と比べ、女性は家庭の負担が重い」、「生

理や更年期障害など女性特有の健康課題がある」は女性の割合が高くなっている。 

 

 

  

男性と比べ、女性は家庭の負担が重い

育児休業や短時間勤務制度を取得する従
業員をカバーする人的余裕がない

時間外労働、深夜勤務をさせにくい

重量物や危険有害業務など法規制により
女性が従事できない業務がある

生理や更年期障害など女性特有の健康課
題がある

時間外労働が多い

上司や同僚の認識、理解が不十分

一般的に女性の就労意識が低い

顧客や取引先を含む社会一般の認識、理
解が不十分

人材育成にコストをかけても、女性の平均
勤続年数は短い

その他

無回答

65.9

44.6

26.3

25.5

23.8

22.6

21.6

17.0

14.7

13.7

2.4

1.9

52.2 

41.8 

34.2 

32.4 

13.2 

20.7 

18.8 

21.9 

11.5 

19.2 

3.1 

1.9 

72.1 

46.0 

22.8 

22.3 

28.7 

23.6 

23.0 

14.7 

16.1 

11.2 

1.9 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80%

従業員

N=1515

男性

N=479

女性

N=1028
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女性活躍推進の課題 

 

  

回
答
者
数

男
性
と
比
べ

、
女
性
は
家
庭

の
負
担
が
重
い

育
児
休
業
や
短
時
間
勤
務
制

度
を
取
得
す
る
従
業
員
を
カ

バ
ー

す
る
人
的
余
裕
が
な
い

時
間
外
労
働

、
深
夜
勤
務
を

さ
せ
に
く
い

重
量
物
や
危
険
有
害
業
務
な

ど
法
規
制
に
よ
り
女
性
が
従

事
で
き
な
い
業
務
が
あ
る

生
理
や
更
年
期
障
害
な
ど
女

性
特
有
の
健
康
課
題
が
あ
る

時
間
外
労
働
が
多
い

上
司
や
同
僚
の
認
識

、
理
解

が
不
十
分

一
般
的
に
女
性
の
就
労
意
識

が
低
い

顧
客
や
取
引
先
を
含
む
社
会

一
般
の
認
識

、
理
解
が
不
十

分 人
材
育
成
に
コ
ス
ト
を
か
け

て
も

、
女
性
の
平
均
勤
続
年

数
は
短
い

そ
の
他

無
回
答

1515    65.9 44.6 26.3 25.5 23.8 22.6 21.6 17.0 14.7 13.7 2.4 1.9

全体 479     52.2 41.8 34.2 32.4 13.2 20.7 18.8 21.9 11.5 19.2 3.1 1.9

10・20歳代 52       48.1 44.2 28.8 38.5 17.3 26.9 28.8 13.5 13.5 28.8 - 1.9

30歳代 147     45.6 46.9 35.4 31.3 13.6 19.0 19.0 19.0 11.6 23.1 2.7 1.4

40歳代 159     54.1 41.5 34.0 31.4 13.2 19.5 18.2 19.5 8.8 18.2 4.4 1.9

50歳代 95       63.2 34.7 37.9 32.6 9.5 23.2 17.9 29.5 14.7 11.6 3.2 2.1

60歳代 25       44.0 32.0 28.0 32.0 12.0 16.0 4.0 44.0 12.0 12.0 4.0 4.0

全体 1028    72.1 46.0 22.8 22.3 28.7 23.6 23.0 14.7 16.1 11.2 1.9 1.9

10・20歳代 173     67.1 50.3 22.5 22.5 36.4 23.7 14.5 7.5 16.8 12.7 1.7 2.9

30歳代 220     76.4 51.8 24.1 21.8 26.8 30.0 24.1 12.7 16.4 11.4 1.4 1.8

40歳代 357     70.9 43.7 21.8 21.8 31.1 24.1 26.1 18.8 14.3 10.6 2.2 2.2

50歳代 214     70.6 40.7 22.4 23.8 23.4 18.2 23.4 14.0 19.2 7.9 2.8 1.4

60歳代 61       82.0 45.9 24.6 19.7 18.0 18.0 23.0 19.7 13.1 19.7 - -

建設業 225     68.4 40.0 23.6 32.9 20.9 15.1 28.9 16.9 14.7 9.3 2.2 1.3

製造業 389     65.3 39.8 30.8 30.6 22.4 22.4 22.6 18.0 11.1 12.1 2.8 3.1

情報通信業 25       72.0 28.0 32.0 8.0 36.0 28.0 12.0 12.0 24.0 4.0 - -

運輸業 64       54.7 31.3 31.3 39.1 25.0 20.3 21.9 26.6 23.4 14.1 - 3.1

卸売・小売業 174     68.4 50.6 24.1 27.0 25.3 24.7 21.8 17.2 20.1 17.2 1.7 -

金融・保険業 49       59.2 44.9 26.5 12.2 24.5 24.5 24.5 26.5 16.3 26.5 - 2.0

医療・福祉 245     68.6 54.3 15.1 16.3 27.3 26.1 15.1 16.3 11.4 13.5 4.1 2.0

サービス業 251     61.0 45.0 34.3 21.9 22.7 22.7 21.1 15.5 17.9 16.3 2.4 2.0

その他 76       73.7 52.6 21.1 19.7 23.7 30.3 17.1 9.2 10.5 14.5 2.6 -

業
種

（社、％）

全体

性
年
代

男
性

女
性
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Ⅳ-5 国や県への要望について 

 
問12 女性活躍推進のためにどのような行政の支援・施策が必要だと考えますか。あてはまるものす

べてに〇を付けてください。 

 

従業員調査では、「子育てインフラの充実」が50.2％と最も高く、次いで「積極的な企業の取組み事例

や支援制度の紹介」（28.6％）、「経営者、管理職の意識改革を目的とした研修会等の開催」（25.4％）の順

となっている。 

性別でみると、「女性の活躍推進の実績がある企業に対する評価やインセンティブの付与」は男性の割合

が10ポイント以上高くなっており、「生理や更年期障害など女性特有の健康課題に対する支援」は女性の

割合が10ポイント以上高くなっている。 

 

子育てインフラの充実

積極的な企業の取組み事例や支援制度の
紹介

経営者、管理職の意識改革を目的とした研
修会等の開催

生理や更年期障害など女性特有の健康課
題に対する支援

女性従業員の意識改革を目的とした研修

会等の開催

産後ヘルパーや家事代行サービスへの支
援や家事省力化を促すキャンペーンなどの

実施

男性従業員の意識改革を目的とした研修

会等の開催

女性活躍や働き方改革のノウハウを学べる
研修会等の開催

女性の活躍推進の実績がある企業に対す
る評価やインセンティブの付与

取得例の紹介などによる男性の育児休業
取得促進

学校や企業との連携を通じた、子どもたち

の職業観に関する教育を支援する制度づく
り

女性管理職候補者を対象としたリーダー養
成研修の開催や異業種交流などのネット

ワーク構築

女性活躍推進に積極的な企業情報の学生

へのＰＲ機会の充実

女性活躍を推進するための専門コンサルタ
ント等の派遣

その他

無回答

50.2

28.6

25.4

25.1

23.7

23.6

23.1

22.0

21.5

18.8

17.4

17.1

8.9

8.3

2.8

3.6

48.0

30.5

27.6

13.8

29.6

20.7

25.9

21.7

28.0

24.8

18.8

18.2

9.8

11.5

2.5

3.8

51.2

27.7

24.5

30.1

20.9

24.9

21.7

22.2

18.6

16.0

16.6

16.6

8.5

6.8

3.0

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

従業員

N=1515

男性

N=479

女性

N=1028
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女性活躍推進に必要な行政の支援・施策 

 
  

回
答
者
数

子
育
て
イ
ン
フ
ラ
の
充
実

積
極
的
な
企
業
の
取
組
み
事
例
や
支
援

制
度
の
紹
介

経
営
者

、
管
理
職
の
意
識
改
革
を
目
的

と
し
た
研
修
会
等
の
開
催

生
理
や
更
年
期
障
害
な
ど
女
性
特
有
の

健
康
課
題
に
対
す
る
支
援

女
性
従
業
員
の
意
識
改
革
を
目
的
と
し

た
研
修
会
等
の
開
催

産
後
ヘ
ル
パ
ー

や
家
事
代
行
サ
ー

ビ
ス

へ
の
支
援
や
家
事
省
力
化
を
促
す
キ

ャ

ン
ペ
ー

ン
な
ど
の
実
施

男
性
従
業
員
の
意
識
改
革
を
目
的
と
し

た
研
修
会
等
の
開
催

女
性
活
躍
や
働
き
方
改
革
の
ノ
ウ
ハ
ウ

を
学
べ
る
研
修
会
等
の
開
催

女
性
の
活
躍
推
進
の
実
績
が
あ
る
企
業

に
対
す
る
評
価
や
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
の

付
与

取
得
例
の
紹
介
な
ど
に
よ
る
男
性
の
育

児
休
業
取
得
促
進

学
校
や
企
業
と
の
連
携
を
通
じ
た

、
子

ど
も
た
ち
の
職
業
観
に
関
す
る
教
育
を

支
援
す
る
制
度
づ
く
り

女
性
管
理
職
候
補
者
を
対
象
と
し
た

リ
ー

ダ
ー

養
成
研
修
の
開
催
や
異
業
種

交
流
な
ど
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
構
築
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そ
の
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無
回
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1515    50.2 28.6 25.4 25.1 23.7 23.6 23.1 22.0 21.5 18.8 17.4 17.1 8.9 8.3 2.8 3.6

全体 479     48.0 30.5 27.6 13.8 29.6 20.7 25.9 21.7 28.0 24.8 18.8 18.2 9.8 11.5 2.5 3.8

10・20歳代 52       46.2 44.2 34.6 19.2 23.1 15.4 32.7 17.3 32.7 36.5 9.6 23.1 15.4 17.3 - 1.9

30歳代 147     55.1 30.6 27.2 15.6 28.6 25.9 26.5 19.0 30.6 27.9 21.1 14.3 9.5 9.5 2.7 3.4

40歳代 159     45.9 25.8 25.2 9.4 30.2 20.1 27.0 18.9 24.5 22.6 19.5 15.7 6.9 6.9 3.1 5.7

50歳代 95       47.4 32.6 30.5 10.5 38.9 16.8 21.1 33.7 28.4 21.1 16.8 24.2 14.7 18.9 3.2 3.2

60歳代 25       28.0 24.0 20.0 28.0 12.0 16.0 16.0 20.0 24.0 12.0 28.0 24.0 - 12.0 - -

全体 1028    51.2 27.7 24.5 30.1 20.9 24.9 21.7 22.2 18.6 16.0 16.6 16.6 8.5 6.8 3.0 3.6

10・20歳代 173     53.8 27.7 12.1 37.0 19.1 30.1 23.7 19.1 26.6 24.3 15.6 16.2 12.7 6.9 1.2 2.9

30歳代 220     65.5 26.4 23.6 29.1 17.3 31.4 19.5 20.5 24.1 24.1 17.3 14.1 6.8 7.7 1.4 4.1

40歳代 357     47.6 25.2 28.9 30.5 21.3 20.4 22.1 19.6 17.4 9.8 19.0 14.6 8.7 5.0 4.5 3.6

50歳代 214     42.5 31.8 27.1 28.0 23.4 23.8 21.0 27.6 11.7 12.6 13.1 22.4 6.1 7.9 3.3 3.3

60歳代 61       45.9 29.5 27.9 18.0 29.5 18.0 23.0 29.5 8.2 11.5 16.4 18.0 9.8 8.2 4.9 4.9

建設業 225     45.3 25.8 25.8 21.8 20.0 21.8 21.8 20.4 18.2 18.2 15.1 12.4 8.4 6.7 3.6 5.8

製造業 389     52.4 27.2 25.7 21.3 25.7 22.6 23.7 19.8 25.4 17.2 13.6 17.2 9.3 8.7 2.3 3.3

情報通信業 25       64.0 32.0 28.0 28.0 24.0 40.0 24.0 20.0 44.0 28.0 20.0 16.0 12.0 4.0 - -

運輸業 64       42.2 28.1 29.7 23.4 18.8 14.1 18.8 12.5 23.4 10.9 14.1 14.1 6.3 9.4 3.1 4.7

卸売・小売業 174     55.2 31.0 30.5 28.7 26.4 23.0 24.1 21.8 20.1 23.6 23.0 21.3 9.2 10.9 2.3 3.4

金融・保険業 49       46.9 38.8 24.5 20.4 24.5 18.4 20.4 30.6 20.4 24.5 16.3 24.5 8.2 - 2.0 2.0

医療・福祉 245     51.0 29.4 23.3 29.8 23.3 30.6 18.8 25.7 19.2 20.8 25.7 20.4 12.7 9.4 3.3 2.9

サービス業 251     50.6 28.3 21.9 26.3 23.9 21.9 26.7 23.1 20.3 17.1 12.4 16.3 4.8 8.0 2.8 4.8

その他 76       46.1 28.9 28.9 26.3 21.1 25.0 23.7 27.6 15.8 18.4 22.4 14.5 10.5 9.2 3.9 -

業
種
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Ⅴ 調査票 
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Ⅴ-1 企業調査 調査票 
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Ⅴ-2 従業員調査 調査票 
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富山県 知事政策局 働き方改革・女性活躍推進室 

女性活躍推進課 
富山市新総曲輪1-7 県庁南別館2階 

TEL：076-444-3328 

 

 

 
 

 


